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平成27年地方公務員給与実態調査 調査要領

Ⅰ 調査対象団体等

都道府県、指定都市、市、町村、特別区及び特定地方独立行政法人（設立した地方公共団体におい

て調査する。）

Ⅱ 調査項目（調査表）

１ 一般職

（１）職員数

１ 職員数に関する調（01表）

２ 部門別職員数に関する調（02表）

３ 職種別、年齢別職員数に関する調（05表）

（２）初任給基準及び給与額

４ 初任給基準に関する調（○県○指08表、○市○区○町○村09表）

５ 職種別職員数及び給与額に関する調（12表）

６ 経験年数別、学歴別職員数及び給料月額に関する調（○県14～18、31～37表、○指○市○区○町○村14～

16、31～37表）

７ 年齢別、学歴別職員数及び給料月額に関する調（27～28表）

８ 年齢別、学歴別職員数及び給与月額に関する調（38～39表）

（３）採用者数、退職者数及び退職手当額

９ 職員区分別、学歴別、年齢別採用職員数に関する調（19表）

10 退職事由別、年齢別退職者数及び退職手当額に関する調（○県20～24、29～30表、○指○市○区○町○村

20～21、23～24、29～30表）

２ 特別職

11 特別職に属する職員等の定数及び給料（報酬）額に関する調（Ａ○県○指25表、○市○区○町○村26表）

３ その他

12 給料表別、級号給別職員数及び給料月額に関する調（附表）（都道府県及び指定都市のみ記載）

Ⅲ 調査期日 平成27年４月１日

Ⅳ 調査表等の提出期日 （別途通知）

Ⅴ 各調査表の記載要領
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条件コード表関係（00表） （市町村は、１「団体コード」及び６「地域手当導入番号」を記載のこと。）

１ 「団体コード」は、「全国地方公共団体コード」（平成27年４月１日現在総務省編）により記載すること

（以下各表について同じ。）。

２ 「団体区分番号」は、次表により記載すること。

団 体 区 分 団体区分番号

都 道 府 県 １

指 定 都 市 ２

市 ３

町 村 ４ （記載の要なし）

⎫
｜
｜
｜
⎬
｜
｜
｜
⎭

特 別 区 ５

３ 「交付・不交付番号」は、平成26年度地方交付税の交付団体は１、不交付団体は２と記載すること。

４ 「財政力指数番号」は、次表により記載すること。

なお、財政力指数は、後進地域の開発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律第２

条第１項の例により計算すること。なお、基準年度は平成24～26年度とする。

財政力指数区分 財政力指数区分番号

1.00以上 １

0.70以上1.00未満 ２

0.50 〃 0.70 〃 ３

0.30 〃 0.50 〃 ４

0.30未満 ５

５ 「寒冷地手当支給地域番号」は、次表により記載すること。

なお、寒冷地手当支給地域区分は、当該団体の本庁所在地について、「国家公務員の寒冷地手当に関す

る法律別表」の支給地域の区分によること。
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寒冷地手当支給地域区分 寒冷地手当支給地域区分番号

１ 級 地 １

２ 級 地 ２

３ 級 地 ３

４ 級 地 ４

無 ０

６ 「地域手当導入番号」は、地域手当を支給している団体については１、支給していない団体は２と記載

すること。都道府県（市区町村）内に支給地域を設定しておらず、地域手当の支給が医療職（一）適用

職員や東京事務所職員、他支給地域に派遣している職員等のみの場合も１と記載する。

職員数に関する調（01表）

本表は、一般職に属する職員について、平成27年４月１日現在の在職者（４月１日における休職者、停

職者、育児休業者、組合専従者及び４月１日採用者等を含み、４月１日付けの退職者を除くこと。

以下02～18表、27～28表及び31～39表について同じ。）数（08表、09表、19表、25表及び26表を除き、再任

用職員（短時間勤務職員を除く。）及び勤務延長職員を含む。）を職員区分及び行政部門別に調査するもの

であること。

なお、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「地方育休法」という。）

第10条第１項に規定する育児短時間勤務職員（常勤職員）（以下「育児短時間勤務職員」という。）につい

ては調査対象に含まれるが、地方育休法第18条第１項の規定により採用された短時間勤務職員（非常勤職

員）については、調査対象から除くこと。

また、同一の職に２人の育児短時間勤務職員を任用（並立任用）する場合は、それぞれの職員について

調査表を記入すること。

（表頭部分）

１ 「一般職員」の欄には、「教育公務員」、「警察官」及び「臨時職員」の欄に該当する職員以外の常勤の

職員を記載すること。

２ 「教育公務員」の欄には、教育公務員特例法第２条第１項に規定する教育公務員のうち、常勤の職員（公

立学校の学長、校長（園長を含む。）、教員及び部局長並びに教育委員会の専門的教育職員）及び同法施

行令第９条から第11条までに規定する常勤の職員（公立大学の助手、公立大学以外の公立学校の助手、

実習助手、寄宿舎指導員並びに公立の専修・各種学校の校長及び教員）を記載すること。

３ 「警察官」の欄には、警察法第56条第２項に規定する地方警察職員のうち、警察官である常勤の職員を

記載すること。

４ 「一般職員のうち技能労務職員」の欄には、「一般職員」の欄に記載された職員のうち、地方公務員法
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第57条に規定する単純な労務に雇用される者を内書きとして再掲すること。なお、「公営企業会計関係」

の欄についても同様であること。

５ 「臨時職員」の欄には、一般職に属する臨時職員等のうち、その職名のいかんを問わず、常時勤務に服

することを要する職員について定められている勤務時間以上勤務した日（法令の規定により、勤務を要

しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含む。）が18日以上ある月が平成27年４月１日現在におい

て引き続いて12月を超える職員のみを記載すること。

６ 「再任用職員」の欄には、平成27年４月１日現在において、地方公務員法第28条の４の規定等により任

用されている常勤の職員で再掲の数値を記載すること。

７ 「勤務延長職員」の欄には、地方公務員法第28条の３の規定により任用されている職員で再掲の数値を

記載すること。

（表側区分）

８ 職員の会計区分は次によること。

会計区分 対 象 範 囲

１ 普通会計関係 ２に掲げる以外の職員

２

公

営

事

業

会

計

関

係

(1)公 営 企 業
会 計 関 係

（地方公営企業
法の全部を適用
している事業）

下記の事業に係る職員
① 水道事業（簡易水道事業を除く。）
② 工業用水道事業
③ 交通事業（軌道事業、自動車運送事業、鉄道事業）
④ 電気事業
⑤ ガス事業
⑥ 上記事業のほか、地方公営企業法第２条第３項の規定に基づき条例又は規約
の定めるところにより、同法第４章（職員の身分取扱）の規定が適用される事業

(2)そ の 他
公 営 企 業
会 計 関 係

（地方公営企業
法の財務規定等
のみを適用して
いる事業及び法
非適用事業）

下記の事業に係る職員（上記(1)の⑥に該当する事業を除く。）
① 簡易水道事業
② 船舶運航事業
③ 電気事業（地方公営企業法の適用を受けずに特別会計を設置しているものに
限る。）
④ 病院事業（原則として医療法第１条の５に規定する病院を運営する事業。た
だし、公立大学附属病院等の主として一般行政上の目的から経営している病院
を除く。）

⑤ 下水道事業（公共下水道事業（特定公共下水道事業及び特定環境保全公共下
水道事業を含む。）、流域下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業、
林業集落排水事業、簡易排水事業、小規模集合排水処理事業、特定地域生活排
水処理事業及び個別排水処理事業）
⑥ 港湾整備事業（埋立事業並びに荷役機械、上屋、倉庫、貯木場及び船舶の離
着岸を補助するための船舶を使用させる事業に限る。）

⑦ 市場事業
⑧ と畜場事業
⑨ 観光施設事業（休養宿泊施設事業、索道事業（ロープウェイ、スキーリフト
等）及びその他観光事業）
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⑩ 宅地造成事業（住宅造成事業、臨海土地造成事業、その他造成事業）
⑪ 有料道路事業（観光地有料道路事業を含む。）
⑫ 駐車場整備事業（観光地駐車場整備事業を含む。）
⑬ 介護サービス事業（指定介護５施設（指定介護老人福祉施設、介護老人保健
施設、老人短期入所施設、老人デイサービスセンター、指定訪問看護ステーショ
ン）に限る）
⑭ その他、地方公営企業法第２条第３項の規定に基づき条例又は規約の定める
ところにより、同法の財務規定等のみを適用している事業

(3)そ の 他
事 業 関 係

下記の事業に係る職員
① 公立大学附属病院事業（普通会計に属する職員は除く。）
② 収益事業（競馬、競輪、モーターボート競走、小型自動車競走及び宝くじの
各事業）
③ 国民健康保険事業（直診勘定に係る医療法第１条の５に規定する病院を除
く。）
④ 老人保健医療事業
⑤ 農業共済事業
⑥ 交通災害共済事業（地方公共団体が条例等により直接行うもの。）
⑦ 介護保険事業
⑧ 後期高齢者医療事業蔀

９ 「消防関係」の欄には、消防本部、消防署及び消防団に勤務する職員について記載すること。

10 「教育関係」の欄には、教育委員会の事務局、学校（大学附属病院（普通会計関係に限る。）を含む。）、

図書館、博物館、公民館、その他の教育機関及び施設に勤務する職員について記載すること。

なお、市町村立学校職員給与負担法第１条及び第２条に規定する職員（以下「県費負担教職員」とい

う。）については、都道府県で調査すること。

（１）「義務教育」の欄には、小学校、中学校及び特別支援学校の小学部・中学部に勤務する職員をそ

れぞれの該当する欄に記載すること。

なお、「枠外」の欄には、本来、義務教育費国庫負担法の規定により、給与の一部が国の負担の対

象となる職員（校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、

養護助教諭、講師、寄宿舎指導員、学校栄養職員及び事務職員をいう。）のうち、当該給与の一部が

負担されていない職員（いわゆる枠外職員）を記載すること。ただし、都道府県において任用した

者については都道府県で、市町村において任用した者については市町村で調査すること。

（２）「その他の教育」の欄には、高等学校、大学（短期大学を含む。）、特別支援学校（高等部、幼稚

部）及びその他の学校（高等専門学校、専修学校、各種学校及び幼稚園）に勤務する職員を記載す

ること。

（３）「学校以外の教育関係」の欄には、教育委員会の事務局、図書館、博物館、公民館、その他の教

育機関及び施設に勤務する職員を記載すること。

なお、教育委員会の事務局に勤務する指導主事のうち地方教育行政の組織及び運営に関する法律

第19条第４項後段の規定により学校の教員をもって充てられている者（以下「充て指導主事」とい

う。）については、教員としてその者の属する当該学校の欄に記載すること。

11 「警察関係」の欄には、警視庁、道府県警察本部、市警察部及び警察署等に勤務する職員を記載するこ
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と。

12 「介護保険事業」に係る職員の取扱いについては、団体が自ら保険者となって介護保険料を徴収し、介

護保険事業を行っている場合には「公営事業会計関係」に、そうでない場合には「普通会計関係」に整

理すること。

なお、「公営事業会計関係」内の区分については、５施設（指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設、

老人短期入所施設、老人デイサービスセンター、指定訪問看護ステーション）により介護サービスを提

供している場合は、「その他公営企業会計関係」に、５施設以外の場合には、「その他事業関係」に整理

すること。

13 「後期高齢者医療広域連合」に係る職員の取扱いについては、「公営事業会計関係」の「その他事業関

係」（⑧後期高齢者医療事業）に整理すること。

14 「特定地方独立行政法人」の欄には、特定地方独立行政法人に勤務する職員を記載すること。

15 兼務等により、２以上の欄にわたる職員については、当該職員の本務によって、該当欄に記載するこ

と。

なお、本務、兼務の区分は、発令されている辞令によることとし、辞令で区分できない場合は支給さ

れている給料月額の多い方によること（以下同じ。）。

部門別職員数に関する調（02表）

本表は、01表職員数に関する調の内訳として「一般行政関係」、「消防関係」及び「教育関係」の「学校

以外の教育関係」の欄に記載した職員（再任用職員及び勤務延長職員を含む。）について調査するものであ

ること。

（表頭区分）

１ 「本庁関係職員」の欄には、地方自治法第４条に規定する事務所（都道府県庁、市役所、特別区の区役

所及び町村役場）に勤務する職員を記載すること。

２ 「施設関係職員」の欄には、地方自治法第244条に規定する公の施設及び試験研究機関等に勤務する職

員を記載すること。この職員を例示すれば、おおむね次のとおりであること。

公会堂・市民（県民）会館・産業会館等の各種会館、更生施設・医療保護施設・授産施設等の生活保

護施設、助産施設・母子生活支援施設・保育所・知的障害児施設・肢体不自由児施設等の児童福祉施設、

母子福祉センター・母子休養ホーム等の母子福祉施設、母子健康センター等の母子保健施設、養護老人

ホーム・老人福祉センター等の老人福祉施設、肢体不自由者更生施設・身体障害者授産施設等の身体障

害者更生援護施設、知的障害者援護施設、診療所（その他会計に属するものを除く。）、し尿・ごみ・じ

んあい等の処理施設、火葬場、職業能力開発施設、公園施設、体育館・野球場・競技場等の体育施設、

図書館・博物館・公民館等の社会教育施設等の各施設、農林水産の試験場・研究所及び公害・衛生研究

所等の各種試験・研究機関に勤務する職員

なお、「清掃職員」、「給食センター関係」、「普及指導員等」及び「土木工夫」については、「本庁関係

職員」及び「その他関係職員」であっても「施設関係職員」に含めるものであること。

３ 「その他関係職員」の欄には、地方自治法第155条に規定する支庁、地方事務所、支所、出張所及び同
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法第156条に規定する保健所、労政事務所、福祉事務所、税務事務所、婦人相談所、児童相談所、病害虫

防除所、家畜保健衛生所、繭検定所、計量検定所等の行政機関のほか東京事務所、農林事務所、土木事

務所、教育事務所等の出先機関に勤務する職員を記載すること。

また、指定都市の区役所に勤務する職員についてもこの欄に記載すること。

４ 「一般職員等」とは、01表職員数に関する調の「一般職員」と「学校以外の教育関係」の「教育公務員」

を、「一般職員等のうち技能労務職員」とは、01表の「一般職員のうち技能労務職員」を、「臨時職員」

とは、01表の「臨時職員」をそれぞれいうものであること。

５ 「事業費支弁職員」とは、平成27年４月分の給料が、普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事

業費に含めて（支出費目は、事務費、事業費の別を問わない。）支出されている職員をいうものであり、

「一般職員等」又は「臨時職員」の欄に記載された職員の内書きとして記載すること。

なお、手当のみが事業費で支出されている場合は対象に含まないこと。

（表側区分）

６ 「議会関係」、「総務関係」等の欄は、地方自治法施行規則第15条第１項の別記（歳入歳出予算の款項の

区分及び目の区分）の区分（学校教育関係及び警察関係を除く。）によること。

ただし、「総務関係」の欄には、「税務関係」を除いたものを記載すること。

（１）「保育所職員」の欄には、児童福祉法第39条に規定する保育所（認可されたものに限る。）に勤務

する職員を記載すること。

（２）「社会福祉施設職員」の欄には、社会福祉法第２条に規定する施設（保育所を除く。）に勤務する

職員を記載すること。

（３）「清掃職員」の欄には、ごみ（し尿）収集運搬車の運転手、収集作業員及びごみ（し尿）処理施

設に従事する技能労務職の職員のみ（清掃事業の現場の職員に限る。）を記載すること。したがって、

施設において、会計事務、計量事務を本務とする職員及び庁舎内等の清掃職員は該当しないもので

あること。

（４）「保健所職員」の欄には、地域保健法第５条に規定する保健所に勤務する職員を記載すること。

（５）「普及指導員等」の欄には、農業普及指導員、林業普及指導員及び水産改良普及員（農業改良助

長法第８条、森林法第187条）を記載すること（都道府県のみ）。

（６）「土木関係」の「土木工夫」の欄には、勤務公署のいかんにかかわらず、旧単純な労務に雇用さ

れる一般職に属する地方公務員の範囲を定める政令（昭和26年政令第25号）第２号に掲げる土木工

夫に相当する職員を記載すること。

（７）「消防関係」の欄には、消防本部、消防署及び消防団に勤務する職員を記載すること。なお、消

防本部に勤務する職員は、「本庁関係職員」の欄に、その他の消防職員は「その他関係職員」の欄に

記載すること。

（８）「教育関係」の欄には、01表職員数に関する調の「教育関係」の「学校以外の教育関係」の欄に

記載された職員を記載すること。

７ 新規採用者の部門については、４月１日現在の配属先の区分とすること。
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職種別、年齢別職員数に関する調（05表）

本表は、01表職員数に関する調に記載した職員について別記第１「職種区分表」の職種区分による職種

別及び年齢階層別の職員数（再任用職員及び勤務延長職員を含む。）を調査するものであること。この場合、

職員の年齢は、平成27年４月１日現在の満年齢によること。

（表頭区分）

１ 「年齢」の「合計月数」の欄には、「職種」の欄に記載されている職員個々について、平成27年４月１

日現在の年齢を月数に換算し（１月未満は切り捨てる。）、それを合算して記載すること。

２ 「平均年齢」は、年数で記載し、10進法で計算すること。例えば、34歳６箇月は34.5と記載し、12進法

による34.6とは記載しないこと。

（表側区分）

３ 「福祉職」に分類される職員は、保育士、児童指導員及び生活指導員など社会福祉の専門的知識・技術

をもって、自己の判断に基づき独立して、訓練・介護等対人サービスを行う職務の職員をいい、社会福

祉施設に勤務する会計事務職員、施設管理職員は該当せず、また、資格の有無に限らず、その職員の本

務に着目して整理すること。

４ 「消防職」に分類される職員は、消防本部や消防署に勤務する司令長、司令、司令補、消防士長、消防

士等の階級で呼ばれる職員をいうものであり、消防本部から市長部局の建築課や防災課に人事異動で配

属となった職員は「消防職」でなく「一般行政職」の欄に記載すること。

５ 臨時職員については、その職種のいかんを問わず、「臨時職員」又は「特定地方独立行政法人臨時職員」

の欄に記載すること。

６ 兼務等については、01表の例（６頁の15）によること。

７ 表頭及び表側欄の「再任用職員」及び「勤務延長職員」はいずれも再掲の数値を記載すること。

初任給基準に関する調（○県○指08表、○市○区○町○村09表）

本表は、初任給基準額及び昇給期間の短縮等の状況について調査するものであること。

（表頭区分）

１ 「初任給基準額」の欄には、条例又は人事委員会規則等により定められている額（明文の規定があるも

ののみ）を記載すること。

２ 減額条例等により初任給月額が減額されている場合は、減額された初任給月額を記載すること。

３ 「昇給期間短縮状況」の「短縮月数」の欄には、採用日と同日、採用後１年経過日及び採用後２年経過

日において、昇給期間を短縮している月数（内規等による運用を含む。）を１年＝12月＝４号を基準にし

て算出し、記載すること。したがって、国の旧制度と同様の中級６短についても短縮期間として取り扱

うこと。また、昇給期間の延伸をしている場合は、「短縮月数」の欄に△印で記載（－（マイナス）で入

力）すること。なお、採用後１年経過日とは、例えば、４月１日の採用者の場合は翌年の４月１日をい

うものであること。

この短縮月数の算出の具体例を示せば、次のとおりであること（延伸の場合には当てはまらない。）。
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なお、具体例は新給料表（４分割）を基準としているため、４分割をしていない団体にあっては、算

出にあたり注意すること。

（１）採用日と同日において、初任給基準額より４号給高くする場合の短縮月数は12月、８号給高くす

る場合の短縮月数は24月とするものであること。

（２）採用後１年経過日及び採用後２年経過日における短縮月数の計算方法は次のとおりであること。

なお、昇格がある場合の各経過日における号給は、昇格後の号給に対する直近下位の号給による

ものとすること。

ア 採用後１年経過日

（採用後１年経過日における号給－初任給基準額の号給－４）／４×12＋１年

経過日における号給の経過月数

イ 採用後２年経過日

（採用後２年経過日における号給－初任給基準額の号給－８）／４×12＋２年

経過日における号給の経過月数

ウ 上記ア及びイの計算式において経過月数とは、採用後１年経過日又は採用後２年経過日（例えば、

４月１日）における号給を発令された月（例えば、当年の１月１日）から当該各経過日までの月数

（この場合は３月）をいうものであること。なお、経過日からみて過去12月内に昇給していない場合

には、経過月数を０とすること。

エ 以上の具体例を示すと次のとおりである。

ａ 採用１年以内にのみ３月短縮を行う場合

平成 27 年
４／１

１級５号給
（採用）

28 年
１／１
１－９

29 年
１／１
１－13

30 年
１／１
１－17

４／１ ４／１

（ａ）採用後１年経過日（平成28年４月１日）における短縮月数

（９号給－５号給－４）／４×12＝０㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀①

１年経過日における号給の経過月数

28年１月１日から28年４月１日まで＝３月㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀②

①＋②＝３月

（ｂ）採用後２年経過日（平成29年４月１日）における短縮月数

（13号給－５号給－８）／４×12＝０㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀①

２年経過日における号給の経過月数

29年１月１日から29年４月１日まで＝３月㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀②
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①＋②＝３月

ｂ 採用同日に４号昇給し、採用１年以内に６月短縮を２回行う場合

平成 27 年
４／１

１級 5号給
（採用）
１級 9号給
 （同日付けで 4号昇給）

10 ／１

１－13

29 年
４／１

１－21

28 年
４／１

１－17

 採用日と同日の短縮月数Ｂ欄は12月と記載〃 の昇給後の額Ｃ欄は１級９号給の額を記載
（ａ） 採用後１年経過日（平成28年４月１日）における短縮月数

（17号給－５号給－４）／４×12＝24月㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀①

１年経過日における号給の経過月数

28年４月１日から28年４月１日まで＝０月㌀㌀㌀㌀㌀㌀②

①＋②＝24月

（ｂ） 採用後２年経過日（平成29年４月１日）における短縮月数

（21号給－５号給－８）／４×12＝24㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀①

２年経過日における号給の経過月数

29年４月１日から29年４月１日まで＝０月㌀㌀㌀㌀㌀㌀②

①＋②＝24月

ｃ 採用１年以内に３月短縮、２年以内に３月短縮を行う場合

平成 27 年
４／１

１級 5号給
（採用）

28 年
１／１
１－９

10 ／１
１－13

10 ／１
１－17

４／１
29 年
４／１

（ａ） 採用後１年経過日（平成28年４月１日）における短縮月数

（９号給－５号給－４）／４×12＝０月㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀①

１年経過日における号給の経過月数

28年１月１日から28年４月１日まで＝３月㌀㌀㌀㌀㌀㌀②

①＋②＝３月

（ｂ） 採用後２年経過日（平成29年４月１日）における短縮月数

（13号給－５号給－８）／４×12＝０月㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀①

２年経過日における号給の経過月数
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28年10月１日から29年４月１日まで＝６月㌀㌀㌀㌀㌀㌀②

①＋②＝６月

d 採用１年以内に６月短縮を２回、２年以内に６月短縮と昇格を行う場合

平成 27 年
４／１

１級 26 号給
（採用）

10 ／１
１－30

10 ／１
２－６

（昇格及び昇給）

10 ／１
２－10

28 年
４／１
１－34

29 年
４／１

（ａ） 採用後１年経過日（平成28年４月１日）における短縮月数

（34号給－26号給－４）／４×12＝12月㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀①

１年経過日における号給の経過月数

28年４月１日から28年４月１日まで＝０月㌀㌀㌀㌀㌀㌀②

①＋②＝12月

（ｂ） 採用後２年経過日（平成29年４月１日）における短縮月数

２級６号給は昇格前の直近下位１級39号給とみなす。

（39号給－26号給－８）／４×12＝15月㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀①

２年経過日における号給の経過月数

28年10月１日から29年４月１日まで＝６月㌀㌀㌀㌀㌀㌀②

①＋②＝21月

４ 「採用日と同日」の「昇給後の額」の欄には、採用日と同日において昇給する場合には、その昇給後の

給料月額を記載すること。なお、昇給しない場合は、初任給基準額（Ａ欄）をそのまま記載し、「短縮月

数」の欄は空欄とすること。また、採用日と同日に昇給する場合は、短縮月数は、12の倍数となる。

（表側区分）

５ 職種は、代表的な職種を抽出したものであり、当該職種について初任給基準を定めているもののみ（明

文の規定がある場合のみ）を記載し、該当のないときは空欄とすること。

６ 「学歴」の区分は、別記第２「学歴免許等資格区分表」（人事院規則９－８別表第３（同規則第13条関

係）及び給実甲第326号別表イ甲表、ロ乙表）の基準学歴の区分によること。

７ 「試験」とは人事委員会等の実施する競争試験をいうものであること。

なお、大学助手（助教）、小・中学校教諭、高等学校教諭、幼稚園教諭等の教育公務員の採用については、

教育公務員特例法第３条及び第11条の規定によりすべて選考によるものとされているので注意すること。

８ 「自動車運転手」、「守衛」及び「用務員」について、年齢等により初任給基準額に幅を設けている場合

には、その最高額及び最低額をそれぞれ「最高」、「最低」の欄に記載すること。

なお、初任給基準額に幅を設けていない場合には、「最高」、「最低」の欄とも同額を記載すること。
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職種別職員数及び給与額に関する調（12表）

本表は、01表職員数に関する調に記載した職員（寒冷地手当については、調査期日（平成27年４月１日）

の直近の支給基準日（国の場合は平成27年３月１日）に在職する職員。期末手当、勤勉手当、任期付研究

員業績手当及び特定任期付職員業績手当については、平成26年12月分の支給基準日（国の場合は平成26年

12月１日）に在職する職員。）について、職種別に給料及び各種手当の支給職員数（再任用職員及び勤務延

長職員を含む。）及び１人当たり支給月額（寒冷地手当、期末手当、勤勉手当、任期付研究員業績手当及び

特定任期付職員業績手当については１人当たり支給年額）を調査するものであること。

なお、特定地方独立行政法人職員については、各種手当に相当する手当の支給職員数及び支給額を調査す

ること。

（表頭区分）

１ 給料及び各種手当（寒冷地手当、期末手当、勤勉手当、任期付研究員業績手当及び特定任期付職員業

績手当を除く。）の「支給職員数」の欄には、給料及び各種手当を平成27年４月分として、本来支給すべ

き職員数（ただし、特殊勤務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、夜間勤務手

当及び休日勤務手当については、４月実働職員数）を記載すること。

２ 「給料」には、昇格・昇給・給料の調整額・教職調整額及び一般職の職員の給与に関する法律等の一部

を改正する法律（以下「改正法」という。）の附則第11条に「俸給の切替えに伴う経過措置」として規定

している差額分（いわゆる現給保障分）を含めること。また、減額条例等により給料額等が減額されて

いる場合は、減額された額を記載すること。

なお、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（以下「派遣法」という。）に基づ

く公益法人への派遣職員で給料を支給していない場合でも、給料については調査団体である派遣元団体

において継続して勤務し、派遣の期間を良好な成績で勤務し普通昇給したものと仮定をした場合に支給

することとなる額を記載すること（分限休職により地方公社等へ派遣された職員と同様。）。

３ 寒冷地手当、期末手当、勤勉手当、任期付研究員業績手当及び特定任期付職員業績手当の「支給職員

数」の欄には、寒冷地手当にあっては、調査期日（平成27年４月１日）の直近の支給基準日（国の場合

は平成27年３月１日）に在職する支給実職員数を、期末手当、勤勉手当、任期付研究員業績手当及び特

定任期付職員業績手当にあっては、平成26年12月分の支給基準日（国の場合は平成26年12月１日）に在

職する支給実職員数をそれぞれ記載すること。

４ 「１人当たり支給月額」の欄には、各職員区分及び各職種区分に係る職員に対して、平成27年４月分と

して支給すべき給料及び各種手当の支給総額のそれぞれについて、当該支給総額に対応する「支給職員

数」の欄に記載されている職員数で除して得た額（百円未満四捨五入）を記載すること。

また、特殊勤務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、夜間勤務手当及び休日勤

務手当の支給総額にあっては４月実働分支給総額とし、寒冷地手当、期末手当、勤勉手当、任期付研究員

業績手当及び特定任期付職員業績手当の支給総額にあっては、平成26年度実支給年額（基準日に在職する

者の支給年額の合算）とすること。給料及び各種手当（特殊勤務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、管

理職員特別勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、寒冷地手当、期末手当、勤勉手当、任期付研究員

業績手当及び特定任期付職員業績手当を除く。）の支給総額には、休職者、停職者等に対し、給料又は各種

手当の減額等がなされている場合であってもその者に本来支給されるべき月額を含めるものであること。給
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料には給料の調整額及び教職調整額（注）（いずれも当該団体の条例で規定されているものに限る。）を含み、

特地勤務手当及びへき地手当にはこれらに準ずる手当を含むものであること。また、育児短時間勤務職員

については、育児短時間勤務をしなかったと仮定した場合の勤務時間により勤務したときに受けるべき給与

（本来支給されるべき給与）とすること。役職加算（再掲）は、期末手当及び勤勉手当の内書きとすること。

したがって、支給年額は、期末手当・勤勉手当の合計額と、役職加算がないものとした場合の期末手当・勤

勉手当の合計額の差額となるものであり、支給職員数は、期末手当・勤勉手当の支給職員数に計上された

職員のうち、平成26年度中に役職加算の対象となった職員数を記載するものである。この場合、期末手当

に係る役職加算職員数と勤勉手当に係るそれとが異なる場合は、いずれか多い方の数を記載すること。

なお、給料が日額で定められている職員の給料月額は、当該日額の21倍に相当する額を記入すること。

（注）

ア 給料の調整額

給与法第10条及び人事院規則９－６（俸給の調整額）に定める俸給の調整額に相当する額で月を単

位として支給されるもの。

イ 教職調整額

公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法第３条に定める教職調整額に相当

する額５通勤手当について複数月分一括支給の場合、４月分として支給すべき額（一括支給額を支給

月数で除した額）を記入すること。

６ 期末手当、勤勉手当、寒冷地手当、任期付研究員業績手当及び特定任期付職員業績手当の職員数及び

１人当たり支給年額については、支給基準日に在職する支給実職員数及び実支給年額を記載すること。

なお、派遣法に基づく公益法人への派遣職員及び分限休職により地方公社等へ派遣された職員で、実

際にこれらの手当が支給されていない職員については職員数、支給年額に含めないこととする。

７ 期末・勤勉手当の支給月数の改正による減額措置をした団体においては、実際に支給した期末・勤勉

手当を記載すること。

（表側区分）

８ 職種区分は、別記第１の職種区分によること。

（１）「一般職員」の「計」、「一般行政職」、「技能労務職」、「臨時職員」、「再任用職員」及び「勤務延

長職員」の各普通会計関係職員については（ロ）、（ハ）、（ヨ）、（フ）、（テ）及び（ア）の欄にそれ

ぞれロ、ハ、ヨ、フ、テ及びアの欄の内書きとして記載すること。

（２）「福祉職」の欄には、保育士、児童指導員及び生活指導員など社会福祉の専門的知識・技術をもっ

て、自己の判断に基づき独立して、訓練・介護等対人サービスを行う職務の職員を記載すること。

なお、社会福祉施設に勤務する会計事務職員、施設管理職員は「福祉職」に該当しない。また、

資格の有無に限らず、その職員の本務に着目して整理すること。

（３）「消防職」の欄には、消防本部や消防署に勤務する司令長、司令、司令補、消防士長、消防士等

の階級で呼ばれる職員を記載すること。

なお、消防本部から市長部局の建築課や防災課に人事異動で配属となった職員は「消防職」でな

く「一般行政職」の欄に記載すること。

（４）「バス事業運転手」の欄には、地方公営企業法第２条第１項第４号の自動車運送事業の運転手を

記載すること。
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（５）「清掃職員」の欄には、清掃業務に従事する職員（し尿・ごみ収集の運転士を含む。）を記載する

こと。

（６）「学校給食員」の欄には、学校給食の業務（給食センターを含む。）に従事する職員（例えば給食

調理員）を記載すること。

（７）「守衛」の欄には、俸給表の適用範囲（人事院規則９－２。以下「規則」という。）第２条第１号

に規定する者に相当する職員を記載すること。

（８）「用務員」の欄には、規則第２条第２号に規定する者に相当する職員（学校用務員を含む。）を記

載すること。

（９）「自動車運転手」の欄には、規則第２条第３号に規定する者に相当する職員を記載すること。

（10）「電話交換手」の欄には、規則第２条第６号に規定する者に相当する職員を記載すること。

（11）「その他」の欄には、技能労務職のうち、上記（５）から（10）までの区分のいずれにも該当し

ない者又は上記の区分により難い者を全て記載すること。

（12）「バス事業運転手」から「その他」の欄については、「企業職」又は「技能労務職」の欄の内書き

であることから、「一般職員」の「計（ハ～ヰの計）」の欄には計上しないこと。

（13）「再任用職員」及び「勤務延長職員」の欄は、再掲の数値を記載すること。

なお、特定地方独立行政法人に勤務する「再任用職員」及び「勤務延長職員」を含むものである

こと。

（14） 特定任期付職員以外の任期付職員については、勤務の実態に応じて区分すること。

経験年数別、学歴別職員数及び給料月額に関する調（○県14～18表、31～37表、

○指○市○区○町○市14～16表、31～37表）

１ 本表は、12表職種別職員数及び給与額に関する調の職種のうち、一般行政職、技能労務職、高等学校

教育職、小・中学校教育職及び警察職について、経験年数別、学歴別の職員数及び給料月額を調査する

ものであること。ただし、再任用職員は学歴区分によらないでまとめて記載すること。したがって、原

則として職種の区分は12表と一致するものであるが、12表の高等学校教育職又は小・中学校教育職の区

分に、特別支援学校、各種学校（専修学校を含む。）又は幼稚園の教員が含まれている場合はこれを除く

こと。

また、技能労務職については、その内訳として、清掃職員、学校給食員、守衛、用務員、自動車運転

手、電話交換手、その他技能労務職に区分して記載すること。

２ 学歴（給与決定上の学歴）の区分は次によること。

「給与決定上の学歴」は、その職員の給与の決定の基礎として用いた学歴免許等の資格に基づいて記入

すること。

「給与決定上の学歴」は、職員の実際の最終学歴と異なる場合があるので次の点に注意すること。

（１） 人事院規則９－８（初任給・昇格・昇給等の基準）第13条第２項第１号及び第２号（初任給基準

表の試験欄の「正規の試験」）の例により採用された職員については、その試験に定められている基

準学歴より下位の学歴免許等の資格しか有しない者でも、当該試験の基準学歴による。ただし、修

― 81 ―



学年数差を号給加算された場合は、その加算された修学年数の基準学歴による（例えば、短大２卒

の者が高校卒を基準とする初級試験に合格して採用され、初任給を高校卒の者より８号給上位に決

定された場合の学歴区分は短大卒とする。）。

（２） 同規則第16条（下位の区分を適応する方が有利な場合）の例により、号給が決定された者につい

ては、その号給決定の基礎となった当該下位の基準学歴による。

（３） 同規則第43条（上位資格の取得等）の例により、号給を決定された者については、その号給決定

の基礎となった基準学歴による（例えば、初級試験により採用された者が在職中に上級試験に合格

し、それに基づいて昇格、昇給した場合等）。

（４） 人事院規則９－８－69（人事院規則９－８（初任給、昇格、昇級等の基準）の一部を改正する人

事院規則（平成21年５月））による改正前の規則別表第２「級別資格基準表」の備考（行政職俸給表

（一）については無線従事者、行政職俸給表（二）については自動車運転手、建設機械操作手等）又

は給実甲第326号（同規則の運用について）別表「乙表」（船員及び教育公務員）の例により、号給

を決定された者については、その特別の定めによる基準学歴による。

３ 「平均給料月額」の欄には、経験年数別・学歴別に区分された職員が平成27年４月分として受けるべき

給料について、それぞれの平均給料月額を記載すること。

この場合の平均給料月額は、当該給料月額総額（給料の調整額及び教職調整額を含む。）に対応する「職

員数」の欄に記載されている職員数で除して得た額（百円未満四捨五入）とするものであること。

４ 経験年数は、平成27年４月１日現在における経験年数によること。

なお、「合計月数」の欄には、年数でなく月数を記載し、「平均月数」の欄には、「合計月数」を「合計

職員数」で除した10進法による年月数（例えば、14年６箇月は14.5）を記載し、12進法による年月数（14.

6）を記載しないこと。

５ 経験年数は、次の方法により算出すること。なお、この経験年数を算出する際には、当該団体の基準

によることなく、必ず本調査の基準によること。

（１） 本調査の経験年数は、職員の実際の勤続年数とは異なる場合が多いので、以下により正確に記載

すること。

（２） 経験年数は基本的に「給与決定上の学歴」の基礎となった学歴免許等の資格取得後から平成27年

４月１日までを計算し、記載すること。

（３）「給与決定上の学歴の基礎となった学歴」取得後採用までの間に、民間企業等における在職期間、

その他の期間を有するものについては、それらの期間について、別記第３「経験年数換算表」（人事

院規則９－８別表第４）及び給実甲第326号（同規則の運用について）第15条の２関係の例によって

換算し、当該換算後の経験月数を採用後の経験月数（勤続年数）に加えた経験年数によること。

（４） 経験年数の計算には次のような例外があるので注意すること。

ア 医師、歯科医師、薬剤師、栄養士等のように「初任給基準表」の備考において、経験年数が免許を

取得した時以降に限られているものはその経験年数によること。

（人事院規則９－８第15条の２第３項、給実甲第326号第15条の２関係等）

イ 自動車運転手等の免許所有職員については、「初任給基準表」の備考及び給実甲第327号（免許所有

職員等の経験年数）により、特に免許取得前の年数の加算が認められるので、これらの免許所有職員

は、その加算された経験年数によること。

― 82 ―



ウ 「給与決定上の学歴」（基準学歴）と「給与決定上の学歴の基礎となった学歴」の基準修学年数が異

なる場合は、別記第４「経験年数調整表」（人事院規則９－８別表第５）による調整後の経験年数によ

る。なお、この場合調整後の経験年数がマイナスとなる場合は、経験年数は、「０」とする。

例えば、准看護師学校（養成所）を卒業した者は、給与決定上の学歴は「高卒」であるが、給与決

定上の学歴の基礎となった学歴は「高校２卒」であるから、実際の経験年数から１年を控除した年数

がここでいう経験年数になる。

（５）経験年数算出の具体例を示すと次のとおりである。

ａ 高校卒業後他に就職することなく採用された場合

平成５年３月10日 ○○高校卒

（自宅で家事手伝） ７月

５年10月 採用

 21年７月
27年４月１日 調査時点

給与決定上の学歴 高校卒

経験年数 ７月× 25
100 ＋21年７月＝21年９月

ｂ 短大卒業者が初級試験に合格し採用された場合

平成10年３月25日 ○○短大卒

 １月

４月４日 採用（初級試験合格者として）

 17年１月
27年４月１日 調査時点

給与決定上の学歴 短大卒

経験年数 １月×10025＋17年１月＝17年２月

c 初級採用者が、途中で上級試験に合格した場合

（ａ）給料の変更を行わなかった場合

平成９年３月10日 ○○高校卒

 １月

９年４月１日 採用

 ８年

17年３月15日 上級試験合格

（給料の変更を行わない）  10年１月

27年４月１日 調査時点
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給与決定上の学歴 高校卒

経験年数 １月× 25
100 ＋８年＋10年１月＝18年２月

（ｂ） 給料の変更を行った場合

平成14年３月10日 ○○高校卒

 １月

14年４月１日 採用

 ５年
19年３月31日 上級試験合格

19年４月１日 上級職として採用

 ８年１月

27年４月１日 調査時点

給与決定上の学歴 大学卒

経験年数 ８年１月

ｃ 初級採用者が、途中で上級試験に合格した場合

（ａ）給料の変更を行わなかった場合

平成９年３月10日 ○○高校卒

 １月

９年４月１日 採用

 ８年

平成17年３月15日 上級試験合格

（給料の変更を行わない）  ９年１月

平成26年４月１日 調査時点

給与決定上の学歴 高校卒

経験年数 １月× 25
100 ＋８年＋９年１月＝17年２月

（ｂ）給料の変更を行った場合

平成14年３月10日 ○○高校卒

 １月

14年４月１日 採用

 ５年

19年３月31日 上級試験合格
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19年４月１日 上級職として採用

 ７年１月

26年４月１日 調査時点

給与決定上の学歴 大学卒

経験年数 ７年１月

ｄ 採用前に前歴がある場合

○○年○月 中学卒  Ａ 自宅（別記第３の４の（３））

○月 ○○株式会社入社

 Ｂ その他の期間（別記第３の２の（２））

○○年○月 同社退社

○月 ○○省採用

 Ｃ その種類が類似する職務（別記第３の１の（１））

○○年○月 同省退職

 Ｄ 自宅（別記第３の４の（３））

○○年○月 ○○会社入社

 Ｅ その経験が役に立つと認められる職務

（別記第３の２の（１））○○年○月 同社退社

○月 ○○町職員となる

 Ｆ

平成27年４月１日 調査時点

給与決定上の学歴 中学卒

経験年数（Ａ× 25
100 ）+（Ｂ×

80
100 ）+（Ｃ×

100
100 ）+（D×

25
100 ）+（E×

100
100 ）+ F

e 自動車運転手の場合

○○年○月 高校卒  Ａ 自宅

○月 ○○運送株式会社入社

 Ｂ 助手（給実甲第327号）

○○年○月 自動車運転免許取得

 Ｃ 運転手（別記第３の２の（１））

○○年○月 ○○運送株式会社退社

○月 ○○市職員（自動車運転手）

 Ｄ

平成27年４月１日 調査時点
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給与決定上の学歴 高校卒

経験年数 （Ａ× 25
100 ）＋（Ｂ×

100
100 ）＋（Ｃ×

100
100 ）＋ D

６ 31～37表は、15表（その２ 技能労務職）の内訳になっているので、31～37表の各学歴別、年数区分

の給料月額総額の合計及び職員数の合計が15表の該当給料月額及び職員数と一致すること。

年齢別、学歴別職員数及び給料月額に関する調（27～28表）

１ 本表は、05表職種別、年齢別職員数に関する調の職種のうち、一般行政職及び技能労務職について、

年齢別、学歴別の職員数及び給料月額を調査するものであること。ただし、再任用職員は学歴区分によ

らないで一括記載すること。したがって、職種の区分は05表と一致するものであること。

２ 表頭の年齢区分は、平成27年４月１日現在の満年齢によること。

３ 学歴の区分及び平均給料月額は、「経験年数別、学歴別職員数及び給料月額に関する調」（14～15表）

と一致すること。

４ 年齢の「合計月額」は職員の年齢を月数に換算し（１月未満は切り捨てる。）、それを合算して記載し、

「平均年齢」の欄には、「合計月数」を「合計職員数」で除した10進法による年数を記載すること。

年齢別、学歴別職員数及び給与月額に関する調（38～39表）

１ 本表は、05表職種別、年齢別職員数に関する調の職種のうち、一般行政職及び技能労務職について、

年齢別、学歴別の職員数及び給与月額を調査するものであること。ただし、再任用職員は学歴区分によ

らないで一括記載すること。したがって、職種の区分は05表と一致するものであること。

２ 表頭の年齢区分は、平成27年４月１日現在の満年齢によること。

３ 本表の各年齢別、学歴別職員数は、27～28表「年齢別、学歴別職員数及び給料月額に関する調」の職

員数と一致すること。

４ 「平均給与月額」の欄には、年齢別・学歴別に区分された職員が平成27年４月分として受けるべき給料

及び各種手当の合計額について、それぞれ記載すること。

この場合の平均給与月額は、給料月額総額（給料の調整額及び教職調整額を含む。）に各種手当の支給

総額を加えた当該給与月額総額に対応する「職員数」の欄に記載されている職員数で除して得た額（百

円未満四捨五入）とすること。

また、平均給与月額に含める各種手当は、12表職種別職員数及び給与額に関する調の「扶養手当」か

ら「休日勤務手当」までの手当（寒冷地手当、期末手当、勤勉手当、任期付研究員業績手当及び特定任

期付職員業績手当を除く。）とすること。

５ 年齢の「合計月額」は職員の年齢を月数に換算し（１月未満は切り捨てる。）、それを合算して記載し、

「平均年齢」の欄には、「合計月数」を「合計職員数」で除した10進法による年数を記載すること。
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職員区分別、学歴別、年齢別採用職員数に関する調（19表）

本表は、平成27年４月１日及び平成26年４月１日から平成27年３月31日までの期間に採用した一般職に

属する常勤の職員について学歴別・年齢別の採用者数を調査するものであること。ただし、臨時職員及び

再任用職員は、本表では調査対象外とし採用者に含めないこと。また、産休代替職員等も採用者に含めな

いこと。

なお、採用者とは、次のとおりとする。

・当該団体等に正規の職員として採用された者をいい、団体等内部における異動による採用は、任命権

者を異にする場合でも採用者に含めない。

・県費負担教職員と当該都道府県職員との異動又は県費負担教職員としての同一都道府県内の市町村間

の異動による場合も採用者には含めない。

・臨時職員を正規の職員として採用した場合には、採用者に含める。

・国、都道府県又は市区町村間の割愛人事による採用は、採用者に含める。

・地方独立行政法人法第59条第１項による職員の引き継ぎについては、採用者に含めない。

・平成26年度に採用し、年度内に退職した者については、採用者に含める。

（表頭区分）

１ 「一般職員」とは、「教育公務員」、「警察官」及び「特定地方独立行政法人職員」のいずれにも該当し

ない職員をいうものであること。

２ 「一般職員のうち技能労務職員」とは、一般職員のうち、別記第１の（12）技能労務職をいうものであ

ること。

３ 「教育公務員」とは、01表の「学校関係」の「教育公務員」の職員をいうものであること。したがって、

「学校以外の教育関係」の欄のうちの「教育公務員」は、「一般職員」に含めること。

４ 「警察官」とは、01表の「警察官」をいうものであること。

５ 「特定地方独立行政法人職員」とは01表の「特定地方独立行政法人職員」をいうものであること。

６ 学歴の区分は、別記第２の基準学歴の区分によること。したがって、学歴の区分は給与決定上の学歴

であって、採用された職員の最終学歴ではないことに注意すること。

７ 「うち試験採用」の欄には、正規の試験（08、09表初任給基準に関する調の「試験」の項に記載されて

いる初任給基準で職員を採用する場合の試験をいう。）により採用された者の数を内書きとして記載す

ること。

（表側区分）

８ 年齢区分は、採用時の満年齢によること。なお、別記第２中「１大学卒」の「六大学４卒」の（15）

の該当者で21歳の者、「３高校卒」の「三高校２卒」の（１）該当者で17歳の者等は、斜線の上に記載す

ること。
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退職事由別、年齢別退職者数及び退職手当額に関する調（○県20～24表、29～30表、

○指○市○区○町○村20～21表、23～24表、29～30表）

本表は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの期間に退職した一般職に属する職員（教育長は

除く。）で、「職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 （案）（平成26年総行給第87号）」による

改正後の「職員の退職手当に関する条例（案）（昭28自丙行発第49号）」（以下「条例（案）」という。）の適

用の対象となるべき職員（以下「条例（案）適用職員」という。）について、退職者数及び退職手当額を職

員区分別、退職事由別、年齢別に調査するものであること。したがって、条例（案）の適用を受ける臨時

職員及び昭和37年改正条例（案）附則第５項適用者（以下本表中では「附則第５項適用者」という。）を含

むものであること。

なお、「職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（案）（平成18年総行給第５号）」による改正

を行っていない団体については、改正後の条例（案）による退職事由により区分すること。

また、企業職員、技能労務職員及び特定地方独立行政法人職員についても、条例（案）適用職員の例によ

り調査するものであること。

退職者とは、次のとおりとする。

・当該団体等から退職した者をいい、団体等内部における異動による退職は、任命権者を異にする場合

でも退職者に含めない。

・県費負担教職員と当該都道府県職員との異動又は県費負担教職員としての同一都道府県内の市町村間

の異動による場合も退職者には含めない。

・国、都道府県又は市区町村間の割愛人事による退職は、退職者に含める。

・地方独立行政法人法第59条第１項による職員の引き継ぎについては、退職者に含めない。

・平成26年度に採用し、年度内に退職した者については、退職者に含める。

・退職手当の一時差し止めを受けている職員は、本表の調査対象職員から除かれるが、調査日現在で、

処分が取り消され退職手当が支給されたとき又は起訴され退職手当が支給されなくなったときに本表

の調査対象職員となる。

・平成26年４月２日～平成27年４月１日に合併した団体においては、平成26年４月１日に合併が行われ

ていたものとして取り扱う（合併前団体の退職者を合算する）。また、編入された団体の職員について

は、旧団体を退職後、編入する団体の採用となるが、その場合は退職者には含めない。

新設合併における旧団体の職員も同様の扱いとする。

・職員区分の「教育公務員」、「警察官」及び「特定地方独立行政法人職員」とは、調査要領の19表３か

ら５までにいう教育公務員、警察官及び特定地方独立行政法人職員と同じ者であること。

「一般職員」とは、「教育公務員」、「警察官」及び「特定地方独立行政法人職員」以外の職員をいうも

のであること。したがって、条例（案）の適用を受ける臨時職員及び附則第５項適用者（特定地方独

立行政法人に勤務する職員を除く。）は、「一般職員」に含まれ、「教育公務員」及び「警察官」には含

まれないものであること。

各団体の条例で規定がない場合でも、条例（案）の適用の対象となるべき職員については該当区分に記

載すること。

本表は千円単位であるので注意すること。
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（表頭区分）

１ 退職事由別の区分は、条例（案）に定める区分によること。

２ 条例（案）第12条第１項、第14条第１項若しくは第２項又は第19条の規定により退職手当の全部が支

給されなかった者の人数については、「手当を支給されない者」欄の各該当区分に、人数を記載すること。

３ 「手当の一部の支給制限規定該当者」欄には、条例（案）第12条第１項、第14条第１項若しくは第２項

又は第19条の規定により退職手当の一部が支給されなかった者の人数を記載すること。

なお、この欄の数値は「（条例（案）第３条）」、「（条例（案）第４条）」又は「（条例（案）第５条）」

のいずれかの内書きとなること。

４ 「手当の基本額の最高限度制限規定該当者」欄には、条例（案）第３条～第５条の支給割合によった場

合、条例（案）第６条の規定（退職手当の基本額の最高限度額）に該当する者について計上する。

なお、この欄の数値は「（条例（案）第３条）」、「（条例（案）第４条）」又は「（条例（案）第５条）」

のいずれかの内書きとなること。

５ 「条例（案）第５条の３」欄には、「条例（案）第４条（勤続11年以上25年未満の応募認定退職）」及び

「条例（案）第５条（勤続25年以上の応募認定退職）」該当者のうち条例（案）第５条の３の規定に該当

する者について再掲すること。

６ 「手当総額」欄には、当該団体の条例（団体が加入する退職手当組合の条例を含む。以下同じ。）等に

基づき退職者に支給された退職手当の総額（千円未満四捨五入）を退職事由別、年齢別に記載すること

とし、退職手当の基本額に退職手当の調整額を加えた額とする。

なお、調査日現在未支給のものにあっても、条例に基づく退職手当が支給されたものとして含めるこ

と。

７ 「定年退職・その他」欄は定年退職者等を記載すること。

８ 「（定年退職－再掲）」欄は条例（案）第３条、条例（案）第４条及び条例（案）第５条の規定に該当す

る者のうち定年退職者について記載すること（30表関係）。

９ 旧条例（案）による勧奨退職については「応募認定退職」に記載すること。

（表側区分）

10 年齢区分は、退職時の満年齢によること。

11 区分の「産休等代替教員」は次によること。

「産休等代替教員」とは退職手当が支給された代替教員（産前産後休暇、育児休業、病気休暇等による代

替教員）すべてをいうこと。「産休等代替教員」の欄の数値は、01行「合計」の内数となること。

特別職に属する職員等の定数及び給料（報酬）額に関する調（○県○指25表、○市○区○町○村26表）

１ 本表は、特別職に属する職及び特定地方独立行政法人の役員について、定数及び１人当たり給料（報

酬）額を調査するものであること。したがって、欠員の場合も調査対象となるので特に留意すること。

なお、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号。以下

「改正法」という。）の施行の際、現に在職する教育長（以下「旧教育長」という。）については、その教

育委員会の委員としての任期中に限り、なお従前の例により在職することとされた（改正法附則第２条
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第１項）ことから、旧教育長が在職する場合には、引き続き本表において調査するものであること。し

たがって、教育委員会の委員長については、旧教育長が在職する場合に限り調査するものであること。

２ 「１人当たり給料（報酬）額」の欄には、条例で定めた１人当たりの支給額（百円単位）を記載するこ

と。「出席１回当たり」と定めている場合には、日額で定めているものとすること。

なお、同一の欄に属する者について、給料（報酬）の額を異にするものがあるときは、その平均額を

記載すること。また、地方公共団体において複数の特定地方独立行政法人を設立している場合は、年額、

月額及び日額（併給されている場合の区分を含む。）の区分別にそれぞれの額を平均したものを記載する

こと。

３ 財政状況等の理由による減額条例等により給料（報酬）額が減額されている場合は、「初任給基準に関

する調」と同様、減額された給料（報酬）額を記載すること。

４ 本表は百円単位であるので注意すること。

５ 給料（報酬）の「適用年月日」の欄には、現行の給料（報酬）額が支給されることとなった年月日を

記載すること。

６ 教育委員会等を共同設置する市町村においては事務局の所在する団体で記入すること。

７ 教育委員会の「委員（教育長を除く。）」には、委員長を含めないこと。

給料表別、級号給別職員数及び給料月額に関する調（附表）

１ 本表は、都道府県及び指定都市が記載すること。

２ 本表は、当該団体の条例等により制定されている給料表のうち、技能労務職、高等学校教育職、小・

中学校教育職及び警察職の職員が適用を受ける給料表について、職員数（再任用職員を除く。）及び給料

月額を調査するものであること。

３「級」、「号給」及び「給料月額」の欄は、条例又は規則に定められているものを記載すること。

４ 給料表の初号に達しない給料月額を受ける職員があるときは、当該職員の給料月額及びその職員数を

初号の欄の一段上の欄に段階ごとに記載すること。この場合において各級の初号の欄はそろえること。

５ 最高号給を超える給料月額を受ける職員については、当該職員の給料月額及びその職員数を最高号給

の欄の一段下の欄に段階ごとに記載すること。

６ 技能労務職給料表について２つ以上の異なった給料表があるときは、その全てについて別々に記載す

ること。

７ 「職員数」の欄には平成27年４月１日現在に当該級号給に格付されている職員数を記載すること。

８ 所定の様式（「附表１」から「附表３」）で記載できない場合は、「附表４」の様式を使用すること。
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個人別表記入要領

１ 本表は、14～15表「経験年数別、学歴別職員数及び給料月額に関する調」及び27～28表「年齢別、学

歴別職員数及び給料月額に関する調」の基礎資料とするため、平成27年４月１日現在に在職する一般行

政職、技能労務職の職員について、必要に応じ個人ごとに記載すること。

２ 職種区分は、別記第１の区分により記載すること。

３ 給与決定上の学歴は、当該職員の給料を決定する上で基礎となった学歴を、別記第２の基準学歴区分

により記載すること。

４ 経験年数階層区分は、14～15表の表頭区分（１年未満、１年以上２年未満、～）の別を記載すること。

５ 年齢階層区分は、27～28表の表頭区分（18歳未満、18・19歳、～）の別を記載すること。

６ 年齢は、平成27年４月１日現在における当該職員の満年齢を12進法により記載すること。

７ 経験年数は次により掲載すること。

（１） 前歴分は、「給与決定上の学歴の基礎となった学歴」を取得した後、採用までの間に民間企業等

における在職期間、その他の期間を有する者について、それらの期間を別記第３及び給実甲第326号

第15条の２関係の例によって換算した年月数を記載すること。

（２） 在職年数は、当該団体に採用された日から、平成27年４月１日までの年月数を記載すること。

（３） 調整年数は、次のような場合の年月数を記載すること。（15頁５（４））

ア 「給与決定上の学歴」（基準学歴）と「給与決定上の学歴の基礎となった学歴」の基準修学年数

が異なる場合は、別記第４により、調整すべき年数を記載すること。

イ 自動車運転手等の免許所有職員については、「初任給基準表」の備考及び給実甲第327号（免許

所有職員等の経験年数）により、特に免許取得前の年数の加算が認められているので、これらの

免許所有職員は、この加算される年月数を記載されること。

（４）年月数を記載する場合には、12進法による年月数（例えば、14年６箇月は「14.6」）を記載し、10

進法による年月数（14.5）を記載しないこと。

８ 給料の級号給は、平成27年４月１日現在における当該職員の級号給を記載すること。

なお（ ）には、適用給料表の名称を略記（例えば、行政職給料表であれば（行）と、技能労務職給

料表であれば（技）等）とすること。

９ 給料月額等は、当該職員が平成27年４月分として受けるべき給料及び給料の調整額を記載すること。

10 「給与決定上の学歴の基礎となった学歴」は、当該職員の給料を決定する時点において基礎となった学

歴（例えば、大学４卒、高校３卒、中学卒等）を別記第２の学歴区分により記載すること。
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職 種 区 分 表
別記第１

(1) 一 般 行 政 職 （２)以下のいずれにも該当しない職員

(2) 税 務 職 国の税務職俸給表の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除
く。)

(3) 海 事 職 （一） 国の海事職俸給表（一）の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職
員を除く。）

(4) 海 事 職 （二） 国の海事職俸給表（二）の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職
員を除く。）

(5) 研 究 職 国の研究職俸給表の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除
く。）

(6) 医 師・歯 科 医 師 職
国の医療職俸給表（一）の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職
員を除く。）

(7) 薬 剤 師・医 療 技 術 職

国の医療職俸給表（二）の適用を受ける者に相当する職員及び獣医師（獣
医師としての資格を有し，保健所，家畜保健衛生所等において現実に獣
医師としての本来の業務に従事している職員に限る。）（企業職の職員を
除く。）

(8) 看 護 ・ 保 健 職 国の医療職俸給表（三）の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職
員を除く。）

(9) 福 祉 職 国の福祉職俸給表の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職員を除
く。）

(10) 消 防 職 消防吏員及び常勤の消防団員

(11) 企 業 職 地方公営企業等の労働関係に関する法律第３条第４号に規定する職員

(12) 技 能 労 務 職 国の行政職俸給表（二）の適用を受ける者に相当する職員（企業職の職
員を除く。）

(13) 第一号任期付研究員
一般職の任期付研究員の採用，給与及び勤務時間の特例に関する法律（以
下「任期付研究員法」という。）第６条第１項に規定する俸給表の適用を
受ける者に相当する職員

(14) 第二号任期付研究員 任期付研究員法第６条第２項に規定する俸給表の適用を受ける者に相当
する職員

(15) 特 定 任 期 付 職 員 一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律第７条第１項に
規定する俸給表の適用を受ける者に相当する職員

(16) 大学（短期大学）教育職
国の教育職俸給表（一）の適用を受ける者に相当する職員したがって，
一般職員のうちの教務職員（昭和32年人事院指令９－56第１項第１号に
規定する者に準ずる職員）が含まれるものであること。
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(17)
高等（特別支援・専修・

各 種）学 校 教 育 職

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（平成16年法
律第136号）第１条の規定による改正前の一般職の職員の給与に関する
法律（昭和25年法律第95号。以下「旧給与法」という。）別表第６の教育
職俸給表（二）の適用を受ける者（人事院規則９－２－48による改正前
の人事院規則９－２（以下「旧規則」という。）第９条第２号及び第３号
に規定する者を除く。）に相当する職員及び特殊学校・専修学校・各種学
校に勤務する職員で教育に従事することを本務とする職員

(18)
小・中 学 校（幼 稚 園）

教 育 職
旧給与法別表第６の教育職俸給表（三）の適用を受ける者に相当する職
員（枠外教員を含む。）（特別支援学校で教育に従事する職員を除く。）

(19) 高等専門学校教育職 国の教育職俸給表（二）の適用を受ける者（旧規則９－２第10条の２第
１号に規定する者に限る。）に相当する職員

(20) そ の 他 の 教 育 職 教育公務員特例法第２条第５項に規定する指導主事（充て指導主事を除
く。）及び社会教育主事

(21) 警 察 職 国の公安職俸給表（一）の適用を受ける者に相当する職員

(22) 臨 時 職 員 調査要領４頁01表５に規定する臨時職員に該当する職員

(23)
特定地方独立行政法人

職 員
地方独立行政法人法第２条第２項に定める特定地方独立行政法人に勤務
する職員（（24）に該当する職員を除く。）

(24)
特定地方独立行政法人

臨 時 職 員
（23)の特定地方独立行政法人に勤務する職員のうち調査要領４頁01表
５に規定する臨時職員に該当する職員

（注） 職種区分は，職員（臨時職員を除く。）の現実の勤務の実態に応じ，本表右欄に該当する職員につ

いては，それぞれの左欄の職種の区分によること。したがって、例えば，税務職に該当する職員が

税務職給料表を用いず，一般行政職給料表の適用を受けている場合であっても，本表の作成に当たっ

ては，税務職として記載すること。
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２ 地方公務員給与制度関係資料（平成27年）

⑴ 人事院勧告

平成27年８月６日

衆議院議長 大 島 理 森 殿

参議院議長 山 崎 正 昭 殿

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 殿

人事院総裁 一 宮 なほみ

人事院は、国家公務員法、一般職の職員の給与に関する法律、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関

する法律等の規定に基づき、一般職の職員の給与について別紙第 l のとおり報告するとともに、別紙第

２のとおり勧告し、一般職の職員の勤務時間について別紙第３のとおり報告するとともに、別紙第４の

とおり勧告する。あわせて、公務員人事管理について別紙第５のとおり報告する。

別紙第１

職員の給与に関する報告

報告の概要

（民間給与との比較）

本院の行った「職種別民間給与実態調査」によると、本年の春季賃金改定では、ベースアップを実施

した民間事業所の割合が昨年より更に増加するなど、引き続き、賃金の引上げを図る傾向が認められた。

こうした民間事業所における賃金引上げの動きを反映して、本年４月分の月例給については、民間給

与が国家公務員給与を平均1,469円（0.36％）上回ることとなり、昨年に引き続き月例給の引上げを勧告

することとした。月例給の改定については、俸給表の水準を引き上げるとともに、給与制度の総合的見

直しにおいて平成28年度以降に予定していた地域手当の支給割合の引上げの一部を実施することとし

た。

また、特別給についても、民間事業所における昨年冬と本年夏の特別給の好調な支給状況を反映して、

昨年に引き続き民間事業所の支給割合が国家公務員の年間の平均支給月数を上回っており、0.1月分の

引上げを勧告することとした。

（給与制度の総合的見直し）

本院は、国家公務員給与における諸課題に対応するため、昨年の一般職の職員の給与に関する法律（給

与法）の改正に基づき、本年４月から、俸給表水準を平均２％引き下げた上で、地域間の給与配分、世

代間の給与配分及び職務や勤務実績に応じた給与配分を見直すことを内容とする給与制度の総合的見直

しを３年間にわたって段階的に実施している。

本年度は、４月から実施している諸手当の改定のほか、前述のとおり地域手当の支給割合の改定を行

うとともに、平成28年度において、諸手当の所要の改定を行うこととする。
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第１ 給与勧告制度の基本的考え方

国家公務員法第28条は、国家公務員の給与について、国会により社会一般の情勢に適応するように随

時変更することができるとしており、本院には、その変更に関して勧告することを怠ってはならないと

するとともに、国会及び内閣に対し、毎年、少なくとも l 回、俸給表が適当であるかどうかについて報告

を行う責務を課している。

国家公務員は、その地位の特殊性及び職務の公共性に鑑み、憲法で保障された労働基本権が制約され

ており、本院の給与勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し、社会一般の情勢に

適応した適正な給与を確保する機能を有するものである。給与勧告においては、従来より、給与水準の

改定のみならず、俸給制度及び諸手当制度の見直しも行ってきている。

また、国家公務員法第３条は、職員の利益の保護を人事院の基本的役割としており、本院が給与勧告

を通じて国家公務員に適正な処遇を確保することは、職務に精励している国家公務員の士気の向上、公

務における人材の確保や労使関係の安定にも資するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基

盤となっている。

給与勧告では、国家公務員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させること（民間準拠）を

基本としている。民間準拠を基本とするのは、国家公務員も勤労者であり、勤務の対価として適正な給

与を支給することが必要とされる中で、公務においては、民間企業と異なり、市場の抑制力という給与

決定上の制約が存しないこと等から、その給与水準は、その時々の経済・雇用情勢等を反映して労使交

渉等によって決定される民間の給与水準に準拠して定めることが最も合理的であると考えられることに

よる。

第２ 官民給与の状況と給与改定

１ 公務員給与を取り巻く諸情勢

⑴ 民間における最近の賃金・雇用情掛等

「毎月勤労統計調査」（厚生労働省、事業所規模30人以上）によると、本年４月のパートタイム労働

者を除く一般労働者の所定内給与及び所定外給与は、それぞれ昨年４月に比べ0.7％の増加、0.7％の

減少となっている。

本年４月の消費者物価指数（総務省、全国）は、昨年４月に比べ0.6％上昇している。また、「家計

調査」（総務省、全国）によると、本年４月の勤労者世帯の消費支出は、昨年４月に比べ名目で1.1％、

実質で0.3％の増加となっている。

本院は、従来より、１人世帯にあっては「全国消費実態調査」（総務省）を、２人以上の世帯にあっ

ては「家計調査」をそれぞれ基礎として、各年４月における世帯人員別の標準生計費を算定しており、

本年においては、１人世帯が114,720円、２人世帯が158,890円、３人世帯が187,120円、４人世帯が

215,350円となっている。

「労働力調査」（総務省）によると、本年４月の完全失業率（全国）は、昨年４月から0.3ポイント減

少して3.3％（季節調整値）となっている。また、本年１月～３月期の雇用者数は、正規の従業員が

3,265万人（雇用者全体の62.3％）、非正規の従業員が1,979万人（同37.7％）となっている。

「一般職業紹介状況」（厚生労働省）によると、本年４月の有効求人倍率は昨年４月から0.09ポイン

ト上昇して1.17倍（季節調整値）、本年４月の新規求人倍率は昨年４月から0.13ポイント上昇してし77
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倍（季節調整値）となっている。

（参考資料４生計費関係参照）

（参考資料５労働経済関係参照）

⑵ 行政執行法人（旧現業）の給与改定

行政執行法人のうち、かつて国の現業であった独立行政法人造幣局及び独立行政法人国立印刷局の

職員の給与改定については、中央労働委員会に対して調停の申請がなされ、本年４月から基準内賃金

を１人当たり l,970円の原資をもって引き上げることを内容とする調停案を労使双方が受諾して決着

した。

⑶ 職員の在職状況

「国家公務員給与等実態調査」により職員の在職状況を見ると、本年４月の職員数は職員全体で

254,781人（昨年に比べ496人減少）、職員全体の平均年齢は43.3歳（昨年に比べ増減なし）となってい

る。

職員全体の平均年齢については、近年、定員削減が行われてきた中で、退職管理の見直し等を背景

とする高齢層の職員の増加に加え、採用抑制による若年層の職員の減少により上昇を続けてきたが、

高齢層の職員が定年近くまで在職する状況が定着してきたことに加え、本年は、新規採用職員が増加

したことにより、国立大学の法人化等に伴い職員の人員構成が大きく変化した平成16年以降では初め

て横ばいとなっている。

（参考資料１国家公務員給与関係参照）

⑷ 有識者の意見

本院は、国家公務員給与の改定を検討するに当たって、例年同様、全国52都市において有識者の参

加による公務員問題懇話会や中小企業経営者等との意見交換を行った。

この懇話会や意見交換においては、国家公務員の給与について、優秀な人材を確保するという観点

から適正な水準を確保すべきとの意見、役割や職務の内容にふさわしい給与を支給すべきとの意見等

があった。給与制度の総合的見直しについては、地方における人材確保のために一定の給与水準を確

保すべきとの意見、高齢層の職員の士気の維持にも配慮すべきとの意見等もあったが、地域問、世代

間等の給与配分の見直しの内容は妥当との意見が多かった。

２ 本年の国家公務員給与と民間給与の実態

⑴ 国家公務員給与の状況

本院は、「平成27年国家公務員給与等実態調査」を実施し、給与法が適用される常勤職員の給与の支

給状況等について全数調査を行った。

民間給与との比較は行政職俸給表（一）適用職員（141,697人、平均年齢43.5歳）について行ってい

るが、調査結果によれば、同表適用職員の平均給与月額（注）は408,996円となっており、税務署職員、

刑務官等を含めた職員全体では416,455円となっている。

(注) 平均給与月額とは、所定外給与である超過勤務手当等及び実費弁償的な性格の通勤手当等の

手当を除く俸給、地域手当、俸給の特別調整額（管理職手当）、扶養手当、住居手当等の全ての給

与の平均月額をいう。

なお、国家公務員の給与については、近年、民間給与が厳しい状況にあったことを反映して、平成
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11年に年間給与が減少に転じて以降、平成19年を除き、減少又は据え置きとなっていたが、昨年は、

民間事業所における賃金引上げの動きを反映して、７年ぶりに年間給与が増加となった。（注）

(注)平成26年の引上げ後の年間給与は、40歳の国家公務員のモデル例（配偶者・子２人）で見ると、

年間給与が減少に転じる前の平成10年の年間給与に比べ、本府省勤務の係長で10.6％の減少、地

方機関（地域手当非支給地）勤務の係長で17.0％の減少となっている。

（参考資料１国家公務員給与関係参照）

⑵ 民間給与の状況

ア 職種別民間給与実態調査

本院は、企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の全国の民間事業所約54,900（母集団事

業所）のうちから、層化無作為抽出法によって抽出した約12,300の事業所を対象に、「平成27年職種

別民間給与実態調査」を実施した。

この調査では、公務の行政職俸給表（一）と類似すると認められる事務・技術関係22職種の約44

万人及び研究員、医師等54職種の約６万人について、本年４月分として個々の従業員に実際に支払

われた給与月額及び当該従業員の役職段階、学歴、年齢等を実地に詳細に調査するとともに、各民

間企業における給与改定の状況等を調査している。また、民間事業所における昨年冬と本年夏の特

別給の状況等を把握するため、昨年８月から本年７月までの直近１年間の支給実績についても調査

している。

本年の調査完了率は、民間事業所の理解を得て、87.7％と極めて高いものとなっており、調査結

果は広く民間事業所の給与の状況を反映したものといえる。

イ 調査の実施結果等

本年の「職種別民間給与実態調査」の主な調査結果は次のとおりである。

ア 初任給の状況

企業全体として見た場合に新規学卒者の採用を行った事業所の割合は、大学卒で47.8％（昨年

47.0％）、高校卒で26.2％（同23.7％）となっている。そのうち初任給を増額した事業所の割合は、

大学卒で29.8％（同19.8％）、高校卒で33.0％（同20.2％）であり、それぞれ昨年に比べ10.0ポイ

ント、12.8ポイント増加している。一方、初任給を据え置いた事業所の割合は、大学卒で69.7％

（同79.6％）、高校卒で66.4％（同78.8％）であり、それぞれ昨年に比べ9.9ポイント、12.4ポイン

ト減少している。

イ 給与改定の状況

別表第１に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員（係員）について、ベースアッ

プを実施した事業所の割合は30.3％（昨年24.3％）、ベースダウンを実施した事業所の割合は0.2％

（同0.1％）であり、昨年に比べ、ベースアップを実施した事業所の割合が6.0ポイント増加してい

る。

また、別表第２に示すとおり、一般の従業員（係員）について、定期に行われる昇給を実施し

た事業所の割合は84.0％（昨年83.2％）となっている。昇給額については、昨年に比べて増額と

なっている事業所の割合は27.0％（同28.2％）、減額となっている事業所の割合は5.3％（同4.0％）

となっている。

（参考資料２民間給与関係参照）
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３ 本年の国家公務員給与と民間給与との比較

⑴ 月例給

本院は、「国家公務員給与等実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づき、公務にお

いては一般の行政事務を行っている常勤の行政職俸給表（一）適用職員、民間においては公務の行政

職俸給表（一）と類似すると認められる職種（事務・技術関係職種）の常勤の従業員について、主な

給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同じくする者同士の４月分の給与額（公務に

あっては平均給与月額、民間にあっては所定内給与の月額から通勤手当の月額を減じた額）を対比さ

せ、精密に比較（ラスパイレス方式）を行ってきている。

本年４月分の給与について、官民較差を算出したところ、別表第３に示すとおり、国家公務員給与

が民間給与を１人当たり平均1,469円（0.36％）下回っていた。

⑵ 特別給

本院は、民間における特別給の支給割合（月数）を算出し、これを国家公務員の期末手当・勤勉手

当の年間の平均支給月数と比較した上で、0.05月単位で改定を行ってきている。

本年の「職種別民間給与実態調査」の結果、昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事

業所で支払われた特別給は、別表第４に示すとおり、年間で所定内給与月額の4.21月分に相当してお

り、国家公務員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数（4.10月）が民間事業所の特別給の支給

割合を0.11月分下回っていた。

４ 本年の給与の改定

⑴ 改定の基本方針

ア 月例給

前記３⑴のとおり、本年４月時点で、国家公務員の月例給が民間給与を1,469円（0.36％）下回っ

ていることから、民間給与との均衡を図るため、月例給の引上げ改定を行う必要がある。この改定

は、本年４月時点の比較に基づいて公務員給与と民間給与を均衡させるためのものであることから、

同月に遡及して実施する必要がある。

月例給の改定に当たっては、本年の民間給与との較差の程度を踏まえると、俸給及び諸手当を改

定することが考えられる。その場合、諸手当については、生活関連手当で見ると、扶養手当は民間

事業所における支給額とおおむね均衡しており、住居手当は公務員宿舎の削減等により受給状況の

変化が続いていることから、現時点で見直すべき状況にない。このため、基本的な給与である俸給

を引き上げるとともに、給与制度の総合的見直しを円滑に進める観点から、地域手当の支給割合の

改定を行うこととした。

すなわち、本年は、大半の職員が、４月に実施された給与制度の総合的見直しにおける俸給表水

準の引下げに伴う経過措置額を受けており、俸給表の引上げ改定を行っても、多くの職員に実際に

支給される額は増加しないため、民間給与との較差がなお残ることとなる。この較差を解消するた

め、地域手当の全ての級地区分について、給与制度の総合的見直しにおいて平成28年度以降に予定

していた地域手当の支給割合の引上げの一部を本年４月に遡及して実施することとした。

イ 特別給

前記３⑵のとおり、国家公務員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数が民間事業所の特別
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給の支給割合を0.11月分下回っていた。

このため、特別給については、昨年８月から本年７月までの１年間における民間の特別給の支給

割合に見合うよう、支給月数を0.1月分引き上げる必要があると判断した。

支給月数の引上げ分の期末手当及び勤勉手当への配分に当たっては、民間の特別給の支給状況等

を踏まえつつ、勤務実績に応じた給与を推進するため、引上げ分を勤勉手当に配分することとした。

⑵ 改定すべき事項

ア 俸給表

（行政職俸給表（一））

民間との給与比較を行っている行政職俸給表（一）について、平均0.4％引き上げることとする。

その際、一般職試験（大卒程度）採用職員及び一般職試験（高卒者）採用職員の初任給について、

民間の初任給との聞に差があることを踏まえ、2,500円引き上げることとし、若年層についても同程

度の改定を行う。その他については、給与制度の総合的見直し等により高齢層における官民の給与

差が縮小することとなることを踏まえ、それぞれ1,100円引き上げることを基本とする。再任用職

員の俸給月額についても、この取扱いに準じて改定を行う。

（行政職俸給表（一）以外の俸給表）

行政職俸給表（一）以外の俸給表についても、行政職俸給表（一）との均衡を基本に所要の改定

を行う。指定職俸給表については、行政職俸給表（一）の引上げを踏まえ、各号俸について1,000円

引き上げる。

イ 初任給調整手当

国の医療施設に勤務する医師に対する初任給調整手当について、医療職俸給表（一）の改定状況

を勘案し、医師の処遇を確保する観点から、所要の改定を行う。

ウ 地域手当

地域手当の支給割合について、給与制度の総合的見直しによる見直し後の支給割合と見直し前の

支給割合との差に応じ、別表第５のとおり改定を行う。

工 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、昨年８月から本年７月までの１年間における民間の特別給の支

給割合との均衡を図るため、支給月数を0.1月分引き上げ、4.20月分とする。支給月数の引上げ分は、

本年度については、12月期の勤勉手当に配分し、平成28年度以降においては、６月期及び12月期の

勤勉手当が均等になるよう配分する。

また、指定職俸給表適用職員及び再任用職員の勤勉手当並びに任期付研究員及び特定任期付職員

の期末手当についても、同様に支給月数を引き上げることとする。

５ その他の課題

⑴ 配偶者に係る扶養手当

配偶者手当をめぐっては、昨年以来、経済財政諮問会議等の場において、税制及び社会保障制度と

併せて、女性の活躍を推進する観点から、女性が働きやすい制度となるよう見直しをすべきとの議論

がなされてきており、国家公務員の配偶者に係る扶養手当についても、本院に対し検討要請が行われ

ている。
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本院では、従来より、扶養手当については、基本的に民間賃金の実態を踏まえて定めることとして

おり、本年の「職種別民間給与実態調査」においては、配偶者の収入による制限等を含め、民間企業

における家族手当の支給状況についての調査を行った。その結果を見ると、別表第６に示すとおり、

76.5％（昨年76.8％）の事業所が家族手当制度を有し、そのうち90.3％（同92.7％）の事業所では配

偶者に家族手当を支給している。また、配偶者に家族手当を支給する事業所のうち、84.9％（同82.2％）

では手当の支給要件として配偶者の収入による制限が設けられている。

このように、民間では、配偶者に対して家族手当を支給し、その際、配偶者の収入による制限を設

けている事業所が一般的であると認められることから、現時点では、扶養手当の支給要件を見直す状

況にはないものと考える。

現在、一部民間企業において、配偶者手当の見直しに向けた検討の動きもあり、本院としては、今

後とも引き続き、民間企業における家族手当の見直しの動向や、税制及び社会保障制度に係る見直し

の動向等を注視しつつ、扶養手当の支給要件等について、必要な検討を行っていくこととしたい。

⑵ 再任用職員の給与

再任用職員の給与については、昨年11月の給与法の改正により、公務における人事運用の実態や民

間の再雇用者に対する手当の支給状況を踏まえ、本年４月から単身赴任手当を支給すること等の措置

がとられている。

本年の「職種別民間給与実態調査」において、民間事業所における公的年金が全く支給されない再

雇用者の給与水準について把握したところ、その給与水準は、当該民間事業所の公的年金が支給され

る再雇用者と閉じであるとする事業所が大半であった。

再任用職員の給与については、民間企業の再雇用者の給与の動向や各府省における再任用制度の運

用状況等を踏まえ、引き続き、その在り方について必要な検討を行っていくこととする。

第３給与制度の総合的見直し

１ 給与制度の総合的見直しの概要

国家公務員給与における諸課題に対応するため、本院は、昨年の勧告時において、俸給表や諸手当の

在り方を含めた給与制度の総合的見直しを実施することとし、地域間の給与配分、世代間の給与配分及

び職務や勤務実績に応じた給与配分の見直しについて、その具体的な措置の内容及び実施スケジューノ

レ等の全体像を示し、給与法の改正により、本年４月から本格的に実施している。今後、諸手当の見直

し等について、人事院規則の改正により段階的に実施し、平成30年４月１日に完成させることとしている。

本年は、４月から実施している諸手当の改定のほか、前述のとおり、民間給与との較差を解消するた

め、地域手当の支給割合の改定を行うこととした。

なお、昇給制度に関しては、人事評価について、人事評価マニュアルが改訂され、昨年10月から適用

されるなど、運用改善に向けた取組が行われている。本院としては、改訂後の人事評価マニュアルを踏

まえた人事評価の運用の動向を注視しつつ、引き続き、各府省における昇給の実態把握等を行っていく

こととする。

２ 平成28年度において実施する事項

平成28年度においては、職員の在職状況等を踏まえ、以下の施策について所要の措置を講ずることと
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する。

⑴ 地域手当の支給割合の改定

地域手当の支給割合については、平成28年４月１日から、給与法に定める支給割合とする。

⑵ 単身赴任手当の支給額の改定

単身赴任手当の基礎額については、平成28年４月１日から、4,000円引き上げ、30,000円とする。

また、単身赴任手当の加算額の限度についても、基礎額の引上げを考慮して、平成28年４月１日か

ら、12,000円引き上げ、70,000円とする。

このほか、広域異動手当について、給与法の改正により、平成28年４月１日以後に異動した職員に係

る支給割合は、異動前後の官署聞の距離が300km以上の場合は10％に、60km以上300km未満の場合は

５％に、それぞれ引き上げられることとされている。

第４ 給与勧告実施の要請

人事院の給与勧告制度は、国家公務員は憲法で保障された労働基本権が制約されているため、代償措

置として、情勢適応の原則に基づき国家公務員の給与水準を民間の給与水準に合わせるとともに必要な

給与制度の見直しを行うことにより、国家公務員の適正な処遇を確保しようとするものである。

近年、行政需要が増大し、複雑化する中で、効率的な業務遂行と行政サービスの一層の向上を図るた

め、個々の職員が高い士気を持って困難な諸課題に立ち向かうことが強く求められている。

民間準拠により給与を決定する仕組みを通じて、職務に精励している国家公務員に適正な給与を支給

することは、職員の努力や実績に報いるとともに、人材の確保にも資するものであり、組織活力の向上、

労使関係の安定等を通じて、行政の効率的、安定的な運営に寄与するものである。

国会及び内閣におかれては、このような人事院勧告制度の意義や役割に深い理解を示され、別紙第２

の勧告どおり実施されるよう要請する。
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別表第１ 民間における給与改定の状況
（平成27年職種別民間給与実態調査）

（単位：％）

項目
役職
段階

ベースアップ
実施

ベースアップ
中止 ベースダウン ベースアップ

の慣行なし

係 員 30.3 7.1 0.2 62.4
課長級 25.2 8.1 0.3 66.4

(注) ベースアップ慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所
を除いて集計した。

別表第２ 民間における定期昇給の実施状況
（平成27年職種別民間給与実態調査）

（単位：％）

項目
役職
段階

定期昇給
制度なし

定期昇給
制度あり 定期昇給実施 定期昇

給停止増額 減額 変化なし

係 員 86.2 84.0 27.0 5.3 51.7 2.2 13.8

課 長 級 79.6 77.2 21.7 4.8 47.7 2.4 20.4

(注) 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が来定及びベースアップと定期昇給を分離する
ことができない事業所を除いて集計した。
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別表第４ 民間における特別給の支給状況
区分

項目
事務・技術等従業員 技能・労務等従業員

平均所定内給与月額 下半期（A1）
上半期（A2）

円
378,933
381,398

円
277,186
278,433

特 別 給 の 支 給 額 下半期（B1）
上半期（B2）

円
793,737
811,091

円
503,892
503,668

特別給の支給割合
下半期 B1

A1
⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

上半期 B2
A2

⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

月分
2.09

2.13

月分
1.82

1.81

年 間 の 平 均 4.21月分

(注) １ 下半期とは平成26年８月から平成27年１月まで、上半期とは同年２月から７月まで
の期間をいう。
２ 年間の平均は、特別給の支給割合を国家公務員の人員情成に合わせて求めたもので
ある。

備考 国家公務員の場合、現行の年間支給月数は、平均で4.10月である。

別表第３ 国家公務員給与と民間給与との較差

民 間 給 与

①

国 家 公 務 員 給 与

②

較 差
①－②（円）

①－②
② ×100 （％）

⎧
｜
⎩

⎫
｜
⎭

410.465 408,996
1,469円
（0.36％）

(注) 民間、国家公務員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。
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別表第５ 平成27年度の地域手当の級地別支給割合

見直し後の級地
（支給割合）

見直し前の級地
（支給割合）

改定幅
平成27年度の
地域手当の
支 給 割 合

うち遡及改定分

１ 級 地
（20％）

１ 級 地
（18％）

2
％

18.5
％

0.5

２ 級 地
（16％）

２ 級 地
（15％）

1 15.5 0.5

３ 級 地
（12％）

4 15 2

３ 級 地
（15％）

２ 級 地
（15％）

0 15 -

３ 級 地
（12％）

3 14 1

４ 級 地
（10％）

5 13 2

４ 級 地
（12％）

３ 級 地
（12％）

0 12 -

４ 級 地
（10％）

2 10.5 0.5

５ 級 地
（６％）

6 10 2

５ 級 地
（10％）

４ 級 地
（10％）

0 10 -

５ 級 地
（６％）

4 9 2

６ 級 地
（３％）

7 7 2

６ 級 地
（６％）

５ 級 地
（６％）

0 6 -

６ 級 地
（３％）

3 5 1

非支給地
（０％）

6 4 2

７ 級 地
（３％）

６ 級 地
（３％）

0 3 -

非支給地
（０％）

3 2 1

(注) １ 「改定幅」は、見直し後の地域手当の支給割合と見直し前の地域手当の支給割合との差を示す。
２ 医師等に係る地核手当の特例措置（見直し前15％）は、見直しにより16％（改定幅は１）となる
が、平成27年度の地域手当の支給割合は15.5％（うち遡及改定分0.5％）である。
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別表第６ 民聞における家族手当の支給状況
（平成27年職種別民間給与実態調査）

（単位：％）

家族手当
制度がない

家族手当
制度がある 配偶者に家族手当を支給する

配偶者に家族手
当を支給しない配偶者の収入に

よる制限がある
配偶者の収入に
よる制限がない

76.5 （90.3） [84.9] [15.1] （9.7） 23.5

(注) １（ ）内は、家族手当制度がある事業所を100とした割合である。
２［ ］内は、配偶者に家族手当を支給する事業所を100どした割合である



別紙第２

職員の給与の改定に関する勧告

次の事項を実現するため、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）、一般職の任期付研

究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律（平成９年法律第65号）及び一般職の任期付職員の採

用及び給与の特例に関する法律（平成12年法律第125号）を改正することを勧告する。

１ 一般職の職員の給与に関する法律の改正

⑴ 俸給表現行の俸給表を別記第１のとおり改定すること。

⑵ 諸手当

ア 初任給調整手当について

ア 医療職俸給表（一）の適用を受ける医師及び歯科医師に対する支給月額の限度を413,300円とす

ること。

イ 医療職俸給表（一）以外の俸給表の適用を受ける医師及び歯科医師で、医学文は歯学に関する

専門的知識を必要とする宮職にあるものに対する支給月額の限度を50,500円とすること。

イ 勤勉手当について

ア 平成27年12月期の支給割合

ａ ｂ及び指定職俸給表の適用を受ける職員以外の職員

勤勉手当の支給割合を0.85月分（再任用職員にあっては、0.4月分）とすること。

ｂ 特定管理職員

勤勉手当の支給割合を1.05月分（再任用職員にあっては、0.5月分）とすること。

ｃ 指定職俸給表の適用を受ける職員（再任用職員を除く。）

勤勉手当の支給割合を0.9月分とすること。

イ 平成28年６月期以降の支給割合

ａ ｂ及び指定職俸給表の適用を受ける職員以外の職員

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.8月分（再任用職員にあっては、

それぞれ0.375月分）とすること。

ｂ 特定管理職員

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.0月分（再任用職員にあっては、

それぞれ0.475月分）とすること。

ｃ 指定職俸給表の適用を受ける職員（再任用職員を除く。）

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.875月分とすること。

２ 一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律の改正

⑴ 俸給表

現行の俸給表を別記第２のとおり改定すること。

⑵ 期末手当について

― 105 ―



ア 平成27年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.6月分とすること。

イ 平成28年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.575月分とすること。

３ 一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律の改正

⑴ 俸給表

現行の俸給表を別記第３のとおり改定すること。

⑵ 特定任期付職員の期末手当について

ア 平成27年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.6月分とすること。

イ 平成28年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.575月分とすること。

４ 改定の実施時期

この改定は、平成27年４月１日から実施すること。ただし、１の⑵のイ）のアについてはこの勧告を

実施するための２の⑶のア及び２の⑵、７の（法律の公布の日から、１の⑵のイのイ、２の⑵のイ及び

３の⑵のイについては平成28年４月１日から実施すること。
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別紙第３

職員の勤務時間に関する報告

一般職の国家公務員のフレックスタイム制は、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律、（以下「勤

務時間法」という。）において規定されており、これまで、研究職俸給表や専門スタップ職俸給表の適用を

受ける職員等一部の職員に適用されてきた。

近年のワーク・ライフ・バランスに対する意識の高まり、働き方に対するニーズの多様化の状況等を踏

まえ、本院は、より柔軟な働き方を可能とするフレックスタイム制の拡充について、関係者の意見を聴き

つつ検討を重ねてきた。

今般、適切な公務運営の確保に配慮しつつ、原則として全ての職員を対象にフレックスタイム制を拡充

することが適当であるとの結論に至ったため、勤務時間法に基づき、国会及び内閣に報告するとともに、

フレックスタイム制の拡充に関する勤務時間法の改正を勧告することとした。

１ フレックスタイム制の拡充の必要性

⑴ 民間におけるフレックスタイム制をめぐる状況

近年、ワーク・ライフ・バランスの重要性についての意識が我が圏全体で高まっていることや、価

値観やライフスタイルの多様化とともに働き方に対するニーズが多様化していること等から、より柔

軟な働き方を推進するための取組が進められており、民間企業においては、その選択肢の一つとして、

大企業を中心に、フレックスタイム制が採用されている。

⑵ 公務における経緯及び拡充の必要性

平成５年に、公務においても、民間企業のフレックスタイム制の導入状況を踏まえ、研究成果の向

上や人材確保等への効果が期待できるとして、まず研究職俸給表適用職員及びこれに類する職員（試

験研究に関する業務の遂行を支援する業務に従事する職員）についてフレックスタイム制が導入され、

平成９年には任期付研究員に、また、平成20年には専門スタッフ職俸給表適用職員のうち調査、研究

等を主として行う職員に、それぞれ適用された。更なるフレックスタイム制の適用対象の拡大につい

ては、公務においては、官庁の開庁時間中には全職員が職場で勤務することが公務能率の確保のため

に基本となると考えられたことから、引き続いて検討する課題とされてきた。

昨年10月17日には、各府省を構成員とする女性職員活躍・ワークライフバランス推進協議会におい

て「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための取組指針」が決定され、この中で、

各府省等における適切な公務運営を確保しつつ、幅広い職員がより柔軟な働き方が可能となるような

フレックスタイム制の導入について、本院に対し、検討の要請がなされた。

本院としては、近年のワーク・ライフ・バランスに対する意識の高まり、働き方に対するニーズの

多様化、フレックスタイム制の拡充についての各府省等からの要望等を踏まえ、各府省や職員団体等

の関係者の意見を聴きつつ、フレックスタイム制拡充による各府省における人事管理や公務運営への

影響等をも考慮して検討を重ねてきた。その結果、職員に柔軟で多様な勤務形態の選択肢を用意する

ことは、職員がその能力を十分に発揮し、高い士気をもって効率的に勤務できる環境を整備すること

となり、ひいては、公務能率の一層の向上にも資すること、ワーク・ライフ・バランスの実現が求め
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られている中で、柔軟な勤務形態を導入し、働きやすい環境を整備することは、職員の仕事と育児や

介護等との両立を推進するとともに、人材確保にも資することから、公務の運営に支障がないよう十

分に配慮した上で、原則として全ての職員を対象に、フレックスタイム制を拡充することが適当であ

るとの結論に至った。

２ フレックスタイム制の拡充に当たっての基本的な考え方

⑴ 対象について

始業及び終業の時刻について職員の申告を考慮して勤務時間を割り振るフレックスタイム制は、よ

り柔軟な勤務形態の下で職員の能力発揮や公務貢献が期待できるものであることから、拡充するフ

レックスタイム制の対象は、原則として全ての職員とする。

⑵ 適切な公務運営の確保のための配慮

フレックスタイム制の拡充に当たっては、公務には様々な職種があり、職員の利用の仕方も多様と

なり得ることから、その実施により公務の運営に支障が生じないようにする必要がある。また、公務

においては組織的な職務遂行を基本としていることから、適切な公務運営のための体制が確保される

ようにする必要がある。

⑶ 育児又は介護を行う職員についての特例

育児又は介護を行う職員に係るフレックスタイム制については、当該職員が育児や介護の時間を適

切に確保できるようにすることを支援するため、より柔軟な勤務形態となる仕組みとする。

３ フレックスタイム制の拡充の概要等

⑴ 概要

フレックスタイム制は、原則として全ての職員を対象とし、適用を希望する職員から申告が行われ

た場合、各省各庁の長が、公務の運営に支障がない範囲内において、始業及び終業の時刻について職

員の申告を考慮して、勤務時間を割り振る仕組みとするとともに、組織的な対応を行うために全員が

勤務しなければならない時間帯（コアタイム）等を長く設定して各省各庁の長が必要な執務体制を確

保できるようにするなど、適切な公務運営の確保に配慮した仕組みの下で実施することとする。

ア フレックスタイム制の適用を希望する職員について、各省各庁の長は、公務の運営に支障がない

と認められる範囲内において、始業及び終業の時刻について職員の申告を考慮して、４週間ごとの

期間につき１週間当たり38時間45分となるように当該職員の勤務時間を割り振ることができること

とする。

コアタイムは、適切な公務運営を確保する観点から、月曜日から金曜日までの毎日５時開設定す

ることとする。

イ 育児又は介護を行う職員については、勤務時間の割振り単位期間を１週間から４週間までの範囲

内において選択して設定できることとするとともに、日曜日及び土曜日に加えて、月曜日から金曜

日までの５日間において、週休日を１日設けることができることとする。また、コアタイムについ

ては、毎日２時間以上４時間30分以下の範囲内で設定することとする。

ウ 現行のフレックスタイム制の適用対象とされている職員についても、その申告により上記ア及び

イの新たなフレックスタイム制を適用することができることとする。また、交替制等勤務職員その
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他業務の性質上特定の勤務時間で勤務することを要する職員として人事院規則で定める職員は、新

たなフレックスタイム制の対象から除外する。

⑵ 適用に当たっての考え方

フレックスタイム制は、適切な公務運営を確保しつつ、より柔軟な勤務形態の下で職員の能力発揮

や公務貢献が期待できるものであることから、対象職員のうち、希望する職員には可能な限り適用す

るよう努めることが基本となる。なお、業務の性質上適用が困難な場合、必要な体制を確保できない

場合等、公務の運営に支障が生じる場合には適用ができないとすることとなる。

適用する場合の勤務時間の割振りについては、公務の運営に支障が生じない範囲内で、当該職員の

申告を考慮しつつ、勤務時間帯や勤務時間数を割り振ることとなる。また、育児又は介護を行う職員

については、できる限り、当該職員の申告どおりに割り振るよう努めることが適当である。この場合、

フレックスタイム制の活用状況を踏まえ適切な勤務時間管理の工夫等を行うことが求められる。

４ フレックスタイム制を活用していくための留意点

プレックスタイム制が適用される職員において、一人一人が責任感と自律心を持って業務を遂行する

ことにより、これまで以上に効率的な仕事の進め方やより柔軟な働き方が推進され、もって国民に対し

て一層効率的な行政サーピスが提供されることが期待される。

また、フレックスタイム制の枠組みを活かすためには、フレックスタイム制の実施に伴い超過勤務が

増加しないようにする必要があるのみでなく、超過勤務を縮減する方向での働き方を推進していくこと

が重要となる。各省各庁の長は、フレックスタイム制は、ワーク・ライフ・バランスの推進にも資する

ものであることに留意し、フレックスタイム制の拡充を契機として、全ての職員について働き方の見直

しを行い、超過勤務の縮減に向けて一層積極的に取り組んでいく必要がある。

５ フレックスタイム制の拡充の実施時期

フレックスタイム制の拡充は、平成28年４月１日から実施する。

６ フレックスタイム制の拡充に関する勧告の実施の要請

職員の申告を考慮して勤務時間を割り振るフレックスタイム制は、適切な公務運営を確保しつつ、よ

り柔軟な勤務形態の下で職員の能力発揮や公務貢献が期待できるものであり、公務能率の一層の向上に

も資することから、原則として全ての職員を対象に拡充することとしたものである。

職員の勤務時間は基本的な勤務条件であり、国会及び内閣におかれては、フレックスタイム制の拡充

の意義及び職員の適正な勤務条件を確保するための勧告の役割に理解を示され、別紙第４の勧告どおり

実施されるよう要請する。
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別紙第４

職員の勤務時間の改定に関する勧告

次の事項を実現するため、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律（平成６年法律第33号）を改

正することを勧告する。

１ 改定の内容

⑴ 職員の申告を考慮して行う勤務時間の割振り

各省各庁の長は、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律第７条の規定の適用を受ける職員

以外の職員（業務の性質上特定の勤務時間を割り振ることを要する職員として人事院規則で定める職

員を除く。）について、同法第６条第２項の規定にかかわらず、人事院規則の定めるところにより、公

務の運営に支障がないと認められる範囲内において、始業及び終業の時刻について職員の申告を考慮

して、４週間以内の期間で人事院規則で定める期間ごとの期間につき１週間当たりの勤務時聞が38時

間45分となるように勤務時間を割り振ることができること。

⑵ 週休日の特例

各省各庁の長は、⑴により勤務時間を割り振られる職員のうち人事院規則で定める職員については、

日曜日及び土曜日に加えて、月曜日から金曜日までの５日間において、人事院規則の定めるところに

より、週休日を設けることができること。

２ 改定の実施時期等

⑴ 改定の実施時期

この改定は、平成28年４月１日から実施すること。

⑵ その他所要の措置

この改定に伴い、船員である職員について勤務時間の特例を設けるほか、所要の措置を講ずること。
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別紙第５

公務員人事管理に関する報告

行政においては、経済の再生や地方の活性化等の複雑・高度化する課題に迅速かつ的確に対応していく

ことが求められている。その行政を担う国家公務員の人事管理の基本となる職員の在職状況は、40歳台と

50歳台の在職者の割合が20歳台と30歳台の在職者の割合を相当に上回る状況となっている。この要因とし

ては、戦後の急激な行政機構の拡大等に伴う大量採用職員が平成の初頭に退職し、再び多くの職員を新規

採用することとなったことに加え、その後、定員削減が行われる中で、退職管理の見直しに伴う職員の在

職期間の長期化や近年の採用抑制による若年層の職員の減少等が挙げられる。

年齢階層別人員構成比（10年前（平成17年）との比較）

今後20年間にわたって多くの職員が定年に達することになるなど、このような在職状況が直接文は間接

的に国家公務員の人事管理に大きく影響し、将来的に行政に係る経験知・ノウハウの円滑な継承が困難と

なることが懸念される。将来にわたって能率的で活力ある公務組織を確保する観点から、次に挙げるよう

な課題に応えていく必要がある。

ア 行政がその課題に的確に対応していくためには、有為な人材を計画的かっ安定的に確保することが

必要である。しかしながら、我が国の年齢別人口を見ると若年層が減少していく傾向にあることや、

地元志向が強く長時間労働を嫌う若者の気質、更には国家公務員の仕事内容等についての具体的なイ

メージが十分に浸透していないこと等により、民間企業や地方自治体等との人材獲得の一層の競合の

下、国家公務員の人材確保が困難である状況となっている。こうした状況の中、有効な人材確保策を

講じていく必要がある。

イ 将来組織の中核となる若手・中堅層の職員について行政官として必要な能カ・資質を体系的・計画
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的に育成することが必要である。そのためには、各職場における職務を通じて行われている人材育成

（OJT）に加え、研修を充実させ、あわせて、人事評価の結果を基礎として能力・実績に基づく適材適

所の人事配置等を図ることが重要である。職員の計画的育成や個々の能力・適性等に応じた活用は、

魅力ある職場づくりにも通じるものと考える。なお、組織活力を維持する観点からは、中・高年齢層

の職員が公務で培った能力と経験を公務内外で適切に活用することも必要である。

ウ 限られた人的資源の下で職員一人一人の能力を十全に活用し、効率的な職務遂行を推進するととも

に、有為な人材を確保する観点からも、働き方の改革は喫緊の課題である。これは、ワーク・ライフ・

バランスの推進を通じて、公務における女性の活躍推進にも資するものである。また、行政需要への

対応のみならず、働き方の改革にも応じた定員の確保は、ワーク・ライフ・バランスの観点からも必

要なものと考える。

エ 来年度には年金支給開始年齢が62歳に引き上げられ、本年度の定年退職者からは、定年退職から年

金支給開始まで最長２年間となることを踏まえ、雇用と年金の接続の在り方を検討する必要がある。

その際には、今後20年間にわたって多くの職員が定年に達することをも念頭に置き、これらの職員を

より本格的に活用するなど中・長期的に公務組織が持続可能なものとなるよう検討することが肝要で

ある。

本院としては、このような課題に対し、採用から退職に至るまでの公務員人事管理全般にわたって、

昨年の国家公務員法等の改正後においても引き続き人事行政の公正の確保及び労働基本権制約の代償

機能を担うこととされた第三者・専問機関の責務として、中・長期的視点も踏まえた総合的な取組を

進めてまいりたい。

以下において、これらを踏まえた人事行政上の個別課題についての本院の取組の方向性を報告する。

１ 人材の確保及び育成

⑴ 多様な有為の人材の確保

多様な有為の人材を公務に確保するために、まずは、より幅広い層の者に、国家公務員採用試験を

受験してもらうことが必要であり、本院としては、広く国家公務員の仕事内容、キャリアパス等につ

いて具体的イメージを持ってもらえるよう、各府省と連携して、積極的に広報し、公務の魅力を発信

していく。その際、地方においても誘致活動を拡充・強化する。

さらに、これまで、採用者数の多かった専攻分野以外の分野からも有為な人材を幅広く採用できる

よう、平成28年度から、国家公務員採用総合職試験「政治・国際」区分の試験内容を見直すこととし

ており、引き続き、受験者等に向けて、その内容を積極的に周知していく。

公務においては引き続き、新規学卒者を採用し部内で育成していくことが基本となるものと考えら

れるが、一方で、前述のとおり、20歳台及び30歳台の在職者の割合が少なくなっていることも踏まえ、

中途採用のための試験である経験者採用試験の積徳的な活用を各府省に促すとともに、受験者を増や

すための広報活動を拡充していくこととする。

⑵ 女性の採用・登用の拡大

女性の採用者数を着実に増加させていくため、より多くの優秀な女性に国家公務員採用試験を受験

してもらうよう誘致活動を強化していくことが重要である。本院は、従来から意欲ある女性を公務に

一層誘致するための取組を行っているところであり、今後とも、各府省、大学等と連携しつつ、より
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多くの女子学生等に対して、各府省の業務概要、仕事のやりがい等を説明する「女性のための公務研

究セミナー」、行政の第一線で活躍する女性行政官が現在携わっている仕事の魅力や勤務の実情等に

ついて語る「女性のためのトークライブ」といった各種人材確保活動等を通じた働きかけを行ってい

く。

また、将来、本府省や地方機関の管理職員となり得る女性職員の人材の層を拡大するため、昨年度

から、女性職員を対象とする研修を拡充するとともに、女性職員が働きやすい勤務環境整備の一環と

して、各職場における人事管理・人材育成に責任を有する管理職員を対象とする意識啓発のためのセ

ミナーを新たに実施している。今後とも、女性職員を対象とする研修においてロールモデル（先輩女

性職員）を講師に招いた意見交換や職場での研修成果実践後の報告会を行い、管理職員を対象とする

意識啓発のためのセミナーにおいて女性幹部職員を招いた意見交換を行うなど、各自が研修を通じて

考え、実践することをねらいとした多様な取組を通じ、意欲と能力のある女性職員の一層の登用につ

なげていくこととしたい。

⑶ 研修の充実

近年、定員合理化や社会経済情勢の変化等により公務運営の環境が一層厳しくなる中で、職員の育

成が、従来行われてきた各職場における職務を通じた人材育成（OJT）では十分に行うことが困難に

なってきており、職場を離れて他府省等の職員と能力を高める機会となる研修（Off-JT）の役割が重

要になっている。こうした状況の下、本院は、従来から国民全体の奉仕者にふさわしい多角的な視点

や倫理感等を有する国家公務員を育成する観点に立ち、府省横断的な研修を実施してきており、昨年

における改正後の国家公務員法においてもその役割を果たすことが求められている。本院としては、

引き続き各府省の人材育成ニーズも踏まえつつ、国民全体の奉仕者たる公務員を育成するため、研修

の充実に努めていく。現在、学識経験者から構成される「公務における人材育成・研修に関する研究

会」（座長：原田久立教大学法学部教授）において、公務員として求められる能力・資質を醸成するた

めの人材育成の在り方と人事院研修が担うべき役割、研修の充実に向けた取組方策等について検討が

行われている。本院としては、その検討結果を踏まえ、具体策を検討していく。

当面、総合職試験等に基づく採用者数の大幅増に対応して、初任行政研修や３年目フォローアップ

研修を一層充実させていくとともに、国際的な業務に対応できる人材育成の一環として、英語を使用

言語として行う行政研修（課長補佐級）国際コースの着実な実施等に努めていくほか、職員のマネジ

メント能力を高めることを主眼とした研修機会の拡充を図ることとしている。

⑷ 能力・実績に基づく人事管理の推進

採用年次や採用試験の種類等にとらわれず、職員の能力・実績に基づいた人事配置や昇進管理、処

遇を行うことが職員の士気を高め、組織活力を保つためにも重要である。

能力・実績に基づく人事管理の基礎となる重要な仕組みが人事評価制度であり、平成21年の導入以

来、その定着に向けた取組が行われている。任免や給与等の制度を担当する本院としては、引き続き、

様々な機会を捉えて、人事評価の結果が任免、給与等へ適切に活用されるよう、各府省の人事担当者

等に対する支援、指導等の取組を行っていく。

また、公正かつ適正な人事評価の実施を通じた人材育成に資するため、各府省人事担当者等を対象

に指導者養成コースとして実施している評価能力向上研修を通じ、評価や面談に関する実践的な知識

及び技法を評価者となる各府省の管理職員が十分に習得するよう努めていく。さらに、部下の能力向
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上に取り組む際に管理職員として留意すべきポイント等を確認し、参加者同士の経験の共有や意見交

換により相互に啓発し合う研修の機会を提供していく。

なお、人事評価及びその活用に対する苦情を適切に解決していくことは、公務能率の維持・増進の

観点からも重要であり、本院としても、苦情相談に関する府省連絡会議の場等を通じ、各府省との連

携、協力を強化しつつ、苦情相談体制の一層の充実を図ることとする。

２ 柔軟で多様な働き方の実現と勤務環境の整備

⑴ フレックスタイム制の拡充

始業及び終業の時刻について職員の申告を考慮して勤務時間を割り振るプレックスタイム制は、よ

り柔軟な勤務形態の下で職員の能力発揮や公務貢献が期待できるものであることから、適切な公務運

営の確保に配慮しつつ、原則として全ての職員を対象にフレックスタイム制を拡充することとし、勤

務時間法改正の勧告を行うこととした。

⑵ テレワークの推進

公務におけるテレワークの推進については、各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議において、本

年１月、2020年度を目標年次とする「国家公務員テレワーク・ロードマップ」が決定され、政府全体

としての取組が進められている。本院においても、制度面での取組として、テレワークを時間単位で

利用しやすくするための措置を講ずるとともに、テレワークを行う職員の勤務時間管理、服務管理等

の在り方、超過勤務を抑制するための措置等について、各府省や職員団体等の関係者の意見を聴きつ

つ、引き続き検討を進めることとする。

⑶ 長時間労働慣行の見直し

公務における超過勤務の縮減は、勤務環境の整備に係る重要な課題として長年取り組まれてきたが、

近年、ワーク・ライフ・バランスの推進、人材の確保等が重視される中で、職員の健康保持のみなら

ず、これらの観点からもその重要度が増している。また、フレックスタイム制の拡充に際しては、勤

務時間管理を徹底することにより、恒常的な超過勤務が生じないように留意する必要がある。

本院が昨年民間企業に対して実施した調査により残業の削減のための取組状況を見ると、残業時間

の削減率が高い企業では、残業の削減に最も効果を上げている取組として、従業員への働きかけ・残

業削減の取組の周知や業務の見直し・効率化に加えて、上司に対する指導を挙げる割合が比較的高い

こと等が認められた。

また、本院が昨年職員に対して実施した超過勤務に関する調査によると、超過勤務の要因と考えら

れるものとしては、本府省では国会関係業務等の他律的業務を、本府省以外では人員配置上の制約を

挙げる割合が高く、組織として実施してほしい取組としては、業務の過程や内容の合理化・効率化、

柔軟性のある人員配置のための工夫を挙げる割合が高かった。

これらを踏まえると、事前の超過勤務命令等の勤務時間管理の徹底を進めるとともに、管理職員の

意識改革を含めた業務の合理化・効率化等の取組をより一層推進する必要がある。また、超過勤務の

多い職員には特に健康保持への配慮を行うとともに、他律的な業務の比重が高い部署においても年

720時間を超える超過勤務を行う職員が生じないよう、業務の平準化や人員配置の工夫等に努める必

要がある。国会関係業務等の行政部内を超えた取組が必要なものについては、引き続き関係各方面の

理解と協力を得ながら改善を進めていくことが重要である。あわせて、年次休暇の取得日数が少ない
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府省・職員を中心に、年次休暇の取得促進にも取り組んでいく必要がある。

⑷ 仕事と家庭の両立支援の促進

ア 家庭における男女の役割分担に関する意識を変えていくことは、女性の家庭における負担を減ら

し、女性が職場において十分に能力を発揮するための前提となることから、社会における女性の活

躍推進の観点からも重要である。

公務においても、各府省に対して、家庭における男女の役割分担に関する意識改革の推進や、男

性職員が両立支援制度を一層活用するよう幹部職員から働きかけを行うこと等を要請し、男性職員

の両立支援制度の活用促進を図る。

イ 育児については、育児休業のほか、勤務時間の一部を短縮できる制度である育児短時間勤務、育

児時間等の両立支援制度があるが、小学生の子を養育する職員を対象としていないことから、小学

生の子の登下校の送迎等のため、対象範囲を小学生の子にまで拡充してほしいとの要望が寄せられ

ている。

原則として全ての職員を対象にフレックスタイム制が拡充された場合には、小学生の子を養育す

る職員はフレックスタイム制の枠組みの中で、相当程度柔軟な働き方が可能となることから、これ

らの活用状況を見ながら、引き続き、民間の状況、公務運営への影響等を精査しつつ、育児のため

の両立支援策等の拡充について検討を進める。

ウ 今後、職場で責任ある業務を分担している40歳台、50歳台の職員の中で、介護に関わる職員が増

加することが想定され、仕事と介護との適切な両立を図っていくことは極めて重要となる。このた

め、介護サービスや介護支援に関するセミナーを開催し、必要な情報の提供等を行う。また、現在、

民間の介護休業制度について見直しが議論されていることから、その動向も考慮しつつ、公務にお

ける介護休暇等の在り方について引き続き検討を進める。

⑸ 心の健康づくりの推進

心の健康の問題により１箇月以上の期間勤務しなかった長期病休者は長期病休者全体の６割を超

え、依然として高い水準にある。そのため、心の健康づくり対策として、引き続き１次予防（心の不

調者の発生防止）、２次予防（早期発見・早期対応）及び３次予防（円滑な職場復帰と再発防止）を各

府省と連携しながら総合的に進めていくとともに、そもそも心の不調者の発生を未然に防ぐことが最

も望ましいとの観点から、１次予防により一層力を入れていく。

具体的には、労働安全衛生法等の改正により事業者に常時使用する労働者に対して医師等による心

理的な負担の程度を把握するための検査及びその結果に応じて本人からの申出による面接指導の実施

を義務付けること等を内容とするストレスチェック制度が創設されたことを踏まえ、公務においても、

各府省と連携しつつ準備を進め、ストレスチェック制度を導入する。

また、セルフケアに関する知識を身に付けるための自習用 eーラーニング教材の改訂、職場のスト

レス要因等を職場単位で把握・改善するための職場環境改善の取組等を引き続き推進していくことと

する。

⑹ ハラスメント防止対策

セクシュアル・ハラスメント（以下「セクハラ」という。）やいわゆるパワー・ハラスメント（以下

「パワハラ」という。）等のハラスメントを防止していくことは、職員がその能力を十分に発揮し、高

い士気をもって効率的に勤務できるような働きやすい勤務環境を整備する上で、重要な課題である。
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公務の職場においては、セクハラやパワハラはあってはならないものとの意識は相当高まってきてい

ると認められるものの、本院への苦情相談件数の相当数を占めるなど、依然としてハラスメントが職

場において問題となっている状況にある。

セクハラ防止対策を効果的に進めていくためには、職員一人一人のセクハラ防止に関する意識啓発

が極めて重要である。引き続き、セクハラ防止シンポジウムや講演会の開催等の取組を進めていくと

ともに、各府省における相談窓口の職員への周知浸透やセミナーを通じたセクハラ相談員のスキル

アップ等、職員が相談しやすい苦情相談体制の充実を図っていく。

また、パワハラは、職場内秩序を乱し、各組織の正常な業務運営の障害となり得るだけでなく、上司

から部下への不用意な言動によって、職員の勤労意欲を減退させ、ひいては職員の心の健康に悪影響を

及ぼす要因にもなり得るものである。パワハラを防止していくため、パワハラを分かりやすく説明した

啓発資料の職員への配布等、職員一人一人のパワハラ防止に関する意識啓発をより一層推進していく。

さらに、本年秋に予定されている国際シンポジウムにおいて、職場におけるハラスメントについて

先進的な取組を行っている主要国の人事行政機関の幹部職員を招へいし、ハラスメント防止について

の示唆を得ることとしている。

３ 高齢層職員の能力及び経験の活用（雇用と年金の接続）

⑴ 雇用と年金の接続をめぐる状況

年金支給開始年齢の65歳への段階的な引上げに伴う国家公務員の雇用と年金の接続のための措置に

ついては、平成25年３月に閣議決定された「国家公務員の雇用と年金の接続について」において、当

面、年金支給開始年齢に達するまで再任用希望者を原則としてフルタイム官職に再任用するものとさ

れている。また、同閣議決定においては、年金支給開始年齢の段階的な引上げの時期ごとに、本院が

平成23年に行った「定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の

申出」を踏まえつつ、段階的な定年の引上げも含め改めて検討を行うこととされ、国家公務員法等の

一部を改正する法律（平成26年法律第22号）の附則においても、政府は、平成28年度までに、本院の

意見の申出を踏まえつつ、定年の段階的な引上げや再任用制度の活用の拡大その他の雇用と年金の接

続のための措置を講ずることについて検討するものとされている。

⑵ 国家公務員の再任用の状況

本年度における給与法適用職員の再任用の状況は、再任用職員の総数が約9,700人であり、昨年度に

比べて約12％（一昨年度に比べて約42％）増加している。また、昨年度定年退職者のうち再任用希望

者の割合は約54％となっている。

再任用職員の勤務形態を見ると、行政職俸給表（一）の再任用職員では、フルタイム勤務が約17％、

短時間勤務が約83％となっている。このうち、昨年度に定年退職し本年度に再任用される職員につい

ては、フルタイム勤務が約30％、短時間勤務が約70％となっており、この短時間勤務の職員のうち約

27％は希望に反して短時間勤務となっている者である。なお、公安職俸給表（一）及び専門行政職俸

給表の再任用職員では、フルタイム勤務の割合がそれぞれ約98％、約72％となっている。

また、再任用職員が就いているポストについて行政職俸給表（一）で見ると、定年前より職責が低

い係長級又は主任級が約83％を占め、補完的な業務を担当する傾向が続いている。

⑶ 民間企業の継続雇用の状況
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平成26年の「高年齢者の雇用状況」（厚生労働省）によると、民間企業では約82％の企業が再雇用制

度等の継続雇用制度を導入している。

本院が昨年実施した「民間企業の勤務条件制度等調査」によると、平成25年度中に定年退職し再雇

用された者については、フルタイム勤務が約92％、短時間勤務が約８％となっている。また、定年退

職時と同格の職に再雇用者を配置したケースのある企業の割合は管理職級の定年退職者で約50％、非

管理職級の定年退職者で約63％となっている。

⑷ 再任用職員の能力及び経験の活用の在り方

国家公務員の雇用と年金の接続については、平成23年に行った意見の申出を踏まえ、高齢層職員の

能力及び経験の活用の観点から適切な措置が講じられる必要がある。

現在、国家公務員の雇用と年金の接続は、当面の措置として再任用希望者を原則としてフルタイム

官職に再任用するものとされているが、⑵で述べたとおり、昨年度に定年退職し本年度に再任用され

る行政職俸給表（一）の職員についてはフルタイム勤務が約30％であり、フルタイム中心の勤務となっ

ている民間企業の状況とは大きく異なっている。また、来年度には年金支給開始年齢が62歳に引き上

げられ、本年度の定年退職者からは、定年退職から年金支給開始まで最長２年間となることから、再

任用希望者の増加が見込まれる。

⑵で述べたとおり、本年度における再任用は、昨年度に引き続き、希望に反して短時間勤務となる

再任用職員が一定割合存在するほか、再任用職員の職務が補完的であるといった状況となっており、

現在のような再任用の運用では、公務能率や職員の士気の低下、生活に必要な収入が得られないなど

の問題が深刻化するおそれがある。

また、前述のとおり、公務における職員の在職状況は、40歳台と50歳台の在職者の割合が20歳台と

30歳台の在職者の割合を相当に上回る状況となっており、今後20年間にわたって多くの職員が定年に

達することになるなど、このような在職状況が直接又は間接的に国家公務員の人事管理に大きく影響

し、将来的に行政に係る経験知・ノウハウの円滑な継承が困難となることも懸念される。

このような問題に対処するためには、公務においても民間企業と同様にフルタイム中心の勤務を実

現することを通じて、再任用職員の能力及び経験を職務執行の中で本格的に活用していくことが必要

である。

このため、各府省においては、今後の再任用希望者の増加、若年層の人口減少に伴う新規採用の困

難性等も考慮し、それぞれの定員事情や人員構成の特性等を踏まえた計画的な人事管理に努めるとと

もに、当面、再任用職員の能力及び経験を有効に活用できる配置や組織内での適切な受入体制の整備

等を進める必要がある。なお、これらの取組に当たっては、民間企業と異なり国の場合は厳格な定員

管理があるため困難な面があるとしても、上記のような問題に対応する必要性が高まっていることか

ら、フルタイム中心の勤務の実現に向けた一層の工夫が求められると考える。

本院としては、引き続き公務内外における高齢期雇用の実情等の把握に努めつつ、各府省において

再任用職員の能力及び経験の一層の活用が図られるよう取り組むとともに、意見の申出を踏まえ、雇

用と年金の接続の推進のため、関連する制度を含め、適切な措置がとられるよう、引き続き必要な対

応を行っていくこととしたい。
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⑵ 副大臣通知

総 行 給 第 70 号

総 行 公 第 102 号

平成27年12月４日

各 都 道 府 県 知 事

各 指 定 都 市 市 長

各都道府県議会議長 殿

⎫
｜
｜
｜
⎬
｜
｜
｜
⎭

各指定都市議会議長

各人事委員会委員長

総務副大臣

土 屋 正 忠

地方公務員の給与改定等に関する取扱いについて

本日、公務員の給与改定に関する取扱いについて、別紙のとおり閣議決定が行われました。

各地方公共団体においては、地方公務員の給与改定等を行うに当たって、別紙閣議決定の趣旨に沿って、

特に下記事項に留意の上、適切に対処されるよう要請いたします。

地方公営企業に従事する職員の給与改定等に当たっても、これらの事項を十分勘案の上、適切に対処さ

れるようお願いします。

また、貴都道府県内の市区町村に対しても併せて周知されるようお願いします。

なお、本通知は地方公務員法第59条（技術的助言）及び地方自治法第245条の４（技術的な助言）に基づ

くものです。

記

第１ 本年の給与改定及び給与の適正化について

地方公共団体における職員の給与改定を行うに当たっては、地方公務員法の趣旨に沿って適切に対応す

ること。その際、厳しい財政状況及び各地方公共団体の給与事情等を十分検討の上、既に地域における国

家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては、その適正化を図るため必要な措置

を講じること。

１ 国家公務員の月例給については、官民給与の較差を踏まえ、行政職俸給表（一）において、平均0.4％

の引上げ改定を行うとともに、給与制度の総合的見直しにおける地域手当の支給割合の引上げ改定を行

うこととされたところである。地方公共団体においては、人事委員会の給与に関する勧告及び報告を踏

まえつつ、地域における民間給与等の状況を勘案して適切に対処すること。

その際、現に地域における国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては、

不適正な給与制度及びその運用の見直しを含め、必要な是正措置を速やかに講じること。特に、仮に民

間給与が著しく高い地域であったとしても、公務としての近似性及び財源負担の面から、それぞれの地

域における国家公務員の給与水準との均衡に十分留意すること。

２ 国家公務員の期末・勤勉手当については、民間の支給状況を反映して、支給月数を0.1月分引き上げる
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こととし、勤務実績に応じた給与を推進するため、本年度は12月期の勤勉手当を引き上げ、平成28年度

以降は６月期と12月期の勤勉手当をそれぞれ0.05月分引き上げることとされたところである。地方公共

団体においては、人事委員会の調査結果を踏まえつつ、勤務実績に応じた給与の推進を図るよう適切な

改定を行うこと。

３ 国においては、平成25年１月１日より、高位の号俸から昇格した場合の俸給月額の増加額を縮減する

とともに、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）の改正により、平成26年１月１日

から55歳を超える職員は標準の勤務成績では昇給停止とするなど昇給抑制措置が講じられたところであ

る。地方公共団体においても、国の取扱い及び「地方公務員の給与改定に関する取扱い等について」（平

成25年１月28日付け総行給第１号）を踏まえ、高齢層職員の昇給抑制等について必要な措置を講じるこ

と。

４ 平成18年の給与構造改革における国家公務員の経過措置額については、平成26年３月31日をもって全

額廃止されていることを踏まえ、地方公共団体においても、速やかに必要な措置を講じること。

５ 級別職務分類表に適合しない級への格付けを行っている場合その他実質的にこれと同一の結果となる

級別職務分類表又は給料表を定めている場合（いわゆる「わたり」を行っている場合）等、不適正な給

与制度・運用については、速やかに見直しを図ること。

また、級別の職員構成については、職務給の原則にのっとり職務実態に応じた厳格な管理に努め、上

位級の比率が過大である場合には計画的に適正化を図ること。

特に、地方公務員法の改正により、能力・実績に基づく人事管理を徹底する観点から、等級別基準職

務表を給与条例に定めるとともに、等級等ごとの職員数の公表を行うこととされたところであり、各地

方公共団体においては、議会や住民への説明責任が強化され、職務給の原則の一層の徹底が求められて

いることに留意すること。

また、「地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の運用（等級別基準職務表及び等

級等ごとの職員の数の公表（第25条及び第58条の３）関係）について」（平成27年４月10日付け総行給第

31号・総財公第73号）に留意の上、改正法の施行（平成28年４月１日）に向け、等級別基準職務表の条

例化などの必要な取組を行うこと。

６ 諸手当の在り方については、一般行政職のみならず職種全般について不断に点検し、制度の趣旨に合

致しないものや不適正な支給方法については、その適正化を図ること。

また、自宅に係る住居手当については、国においては平成21年12月に廃止されたことを踏まえ、地方

公共団体においても、速やかに見直しを行うこと。

７ 技能労務職員の給与については、民間の同一又は類似の職種に従事する者との均衡等に留意し、適正

な給与制度・運用とすること。

８ 人事委員会においては、その機能を発揮し、地域の民間給与をより的確に反映させる観点から、公民

較差のより一層精確な算定、公民比較の勧告への適切な反映、勧告内容等に対する説明責任の徹底など

の取組を引き続き行うこと。ただし、公務としての近似性及び財源負担の面から、それぞれの地域にお

ける国家公務員の給与水準との均衡に十分留意すること。

また、人事委員会を置いていない市及び町村については、都道府県人事委員会における公民給与の調

査結果等も参考に、地域の民間給与を反映させた適切な対応を行うこと。

９ 地方公共団体における職員の給与改定の実施は、国における給与法の改正の措置を待って行うべきも
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のであり、国に先行して行うことのないようにすること。

また、給与条例の改正は、議会で十分審議の上行うこととし、地方自治法第179条（長の専決処分）の

規定に該当する場合を除き、専決処分によって行うことのないようにすること。

なお、給与改定に伴う差額の支給に当たっては、条例施行後、速やかに対応すること。

第２ 給与制度の総合的見直しについて

１ 地域ごとの民間賃金の水準のより的確な公務員給与への反映や官民の給与差を踏まえた50歳台後半層

の水準などの国家公務員の給与制度の総合的見直しを踏まえた給与制度の見直しを着実に推進するこ

と。また、見直しが遅れている地方公共団体においては、速やかに見直しを行うこと。

２ 地域手当については、給料水準が適切に見直されていることを前提に、国における地域手当の指定基

準に基づき、支給地域及び支給割合を定めることが原則であること。その際、次の事項に留意すること。

⑴ 給料水準の引下げと併せても国の指定基準に基づく支給割合によれば著しく給与水準が上昇する場

合については、地域手当の支給割合について住民の理解と納得が得られるものとなることを基本とし

て適切に対応すること。

⑵ 都道府県にあっては、人事管理上一定の考慮が必要となる場合、国の基準にのっとった場合の支給

総額を超えない範囲で、支給割合の差の幅の調整を行うことは差し支えないが、この場合であっても

地域手当の趣旨が没却されるような措置は厳に行わないこと。

⑶ 地域手当の支給割合の段階的実施と給料水準引下げに伴う経過措置は一体のものであることに留意

すること。

３ 職務や勤務実績に応じた給与

⑴ 国においては、人事評価の結果を任用、給与等へ反映しており、本年の給与改定においては、昨年

に引き続き、勤勉手当の支給月数を引き上げ、勤務実績に応じた給与を推進することとしている。

地方公共団体においては、改正前の地方公務員法においても、任命権者は勤務成績の評定の結果に

応じた措置を講じなければならないとされているところであり、勤務成績を昇給や勤勉手当に十分に

反映できていない団体にあっては、速やかに必要な措置を講じること。特に、勤勉手当の支給に関し、

成績率を反映させない一律支給などの不適正な運用がある場合には、速やかな是正を図ること。かに

必要な措置を講じること。特に、勤勉手当の支給に関し、成績率を反映させない一律支給などの不適

正な運用がある場合には、速やかな是正を図ること。

⑵ 能力・実績に基づく人事管理の徹底を図る地方公務員法の改正の趣旨を踏まえ、「地方公務員法及び

地方独立行政法人法の一部を改正する法律の運用について」（平成26年８月15日付け総行公第67号・総

行経第41号）に留意の上、平成28年４月１日の改正法の施行に向け、人事評価制度の確立と円滑な運

用、給与等処遇への反映を一般職の全職員を対象に行うよう、速やかに必要な規程等の整備や職員へ

の周知などの取組を行うこと。

第３ その他の事項

１ 国家公務員の退職手当については、給与制度の総合的見直しの影響を踏まえ、現行の支給水準の範囲

内で、職員の公務への貢献度をより的確に反映する改正が行われている。地方公務員の退職手当につい

ても、「職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（案）等について」（平成26年11月19日付け
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総行給第87号）を踏まえ、国に準じて必要な措置を講じること。

２ 定員については、地方公共団体の適正な定員管理及び人件費の抑制に支障を来すような国の施策を厳

に抑制するとしているところであり、各地方公共団体においては、行政の合理化、能率化を図り、地域

の実情を踏まえつつ、適正な定員管理の推進に取り組むこと。

３ 給与及び定員の公表については、給与情報等公表システムにより、住民等が団体間の比較分析を十分

行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底すること。

４ 地方公務員の勤務時間におけるフレックスタイム制の拡充については、国家公務員における取組を踏

まえ、各地方公共団体の実情に即し、適切に取り組むこと。

― 121 ―



別紙

公務員の給与改定に関する取扱いについて

(平成27年12月４日閣 議 決 定)
１ 一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与については、去る８月６日の人事

院勧告どおり改定を行うものとする。また、本年４月から実施している給与制度の総合的見直しを着実

に推進する。

２ 一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律の適用を受ける国家公務員の勤務時間については、去

る８月６日の人事院勧告どおり、平成28年度から、適切な公務運営の確保に配慮しつつ、原則として全

ての職員を対象にフレックスタイム制を拡充するものとする。

３ 特別職の国家公務員の給与については、おおむね１の趣旨に沿って取り扱うものとする。

４ １、２及び３の措置に併せ、次に掲げる各般の措置を講ずるものとする。

⑴ 国の行政機関の機構及び定員については、「国の行政機関の機構・定員管理に関する方針」（平成26

年７月25日閣議決定）に沿って、厳格に管理を行う。

⑵ 独立行政法人（総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第13号に規定する独立行政法人をいう。）

の役職員の給与改定に当たっては、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日

閣議決定）を踏まえ、適切に対応する。

また、特殊法人等の役職員の給与改定に当たっては、国家公務員の給与水準を十分考慮して国民の

理解が得られる適正な給与水準となるよう厳しく対処するとともに、必要な指導を行うなど適切に対

応する。

５ 地方公務員の給与改定については、各地方公共団体において、地方公務員法の趣旨に沿って適切に対

応するとともに、厳しい財政状況及び各地方公共団体の給与事情等を十分検討の上、既に地域における

国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっては、その適正化を図るため必要な

措置を講ずるよう要請するものとする。

また、国家公務員における給与制度の総合的見直しを踏まえ、地方公務員給与についても、地域民間

給与のより的確な反映などの見直しを着実に推進するよう要請するものとする。

さらに、地方公共団体の適正な定員管理及び人件費の抑制に支障を来すような国の施策を厳に抑制す

るとともに、地方公共団体に対し、行政の合理化、能率化を図り、適正な定員管理の推進に取り組むよ

う要請するものとする。

６ 地方公務員の勤務時間におけるフレックスタイム制の拡充については、国家公務員における取組を踏

まえ、各地方公共団体の実情に即し、適切に取り組むよう要請するものとする。
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３ 平成26年度における給与改定等の状況（平成27年４月１日調べ）
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224545都道府県(47)

人事委員会
勧告どおり

人事委員会
勧告どおり

改定
しなかった改定した

680621,686合 計（1,766)

－74－1,623市町村(1,697)

441718指定都市等(22)

一般行政職の給料表について

※指定都市等には、特別区および和歌山市を含む（以下同じ）。

004547都道府県(47)

人事委員会
勧告どおり

人事委員会
勧告どおり

改定
しなかった改定した

023661,743合 計（1,766)

－23－1,674市町村(1,697)

002122指定都市等(22)

期末・勤勉手当の改定

1
(2.1%)

35
(74.5%)

10
(21.3%)

1
(2.1%)都道府県(47)

3.95月以上
4.10月未満3.95月未満 4.10月

（国と同じ）

34
(1.9%)

1,525
(86.4%)

204
(11.5%)

3
(0.2%)合 計(1,766)

31
(1.8%)

1,470
(86.6%)

194
(11.5%)

2
(0.1%)市町村(1,697)

2
(9.1%)

20
(90.9%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)指定都市等(22)

4.10月超

期末・勤勉手当の支給月数
＜平成26年度措置内容＞

60426都道府県(47)

改定しない

従前より制度あり
従前より
制度なし

改定予定

36114121,249合 計（1,766)

30114071,202市町村(1,697)

00121指定都市等(22) 1

15

国と同じ
改定等の内容

94

77

0

17

改定した
改定状況（H27.4.1現在）

国と異なる

481

465

寒冷地手当の改定について



４ 平成26年度における給与適正化の状況（平成27年４月１日調べ）
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H26年度中に
適正化

－

制度あり
（H27.4.1）区分

0指定都市
(20)

1231市 区
(793)

1737合 計
(1,788）

56町 村
(928)

－0都道府県
(47)

わたりの制度に関する適正化の状況
(単位：団体）

注 経過措置を設けて廃止している場合も制度なし
としている

H26年度中に
適正化

1

制度あり
（H27.4.1）区分

4指定都市
(20)

39131市 区
(793)

62296合 計
(1,788）

22161町 村
(928)

00都道府県
(47)

自宅に係る住居手当制度に関する適正化の状況
(単位：団体）

注 経過措置を設けて廃止している場合も制度なし
としている

108

34

72

1

1

40指定都市
(20)

5814市 区
(793)

特殊勤務
手当

13

10

13120合計
(1,788）

3

0

626町 村
(928)

0 70都道府県
(47)

56

72

2

7

その他手当

74

25

46

3

0

住居手当

81

16

52

4

9

退職手当
諸手当

退職時特別
昇給等給料表初任給基準区分

137

その他の給与適正化の状況
(単位：団体）

注 団体数は部分的な取組を含み、合計は延べ数である





５ 国家公務員給与等実態調査関係資料（平成27年）

職員数，平均年齢，平均経験年数及び平均給与月額

適用俸給表別に職員数，平均年齢，平均経験年数及び平均給与月額を示すと次のとおりである。
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俸 給 表 職員数 平 均
年 齢

平 均
経 験
年 数

平均給与月額
俸 給

人 歳 年 円 円
全 俸 給 表 254,781 43.3 21.8 416,455 344,410
行 政 職 俸 給 表 (一) 141,697 43.5 21.9 408,996 334,283
行 政 職 俸 給 表 (二) 2,994 50.2 29.9 328,318 289,141
専 門 行 政 職 俸 給 表 7,576 41.8 19.6 438,888 351,225
税 務 職 俸 給 表 50,975 43.6 22.6 444,828 372,431
公 安 職 俸 給 表 (一) 22,152 41.2 20.0 369,393 317,165
公 安 職 俸 給 表 (二) 22,698 41.5 19.9 408,785 346,244
海 事 職 俸 給 表 (一) 193 46.0 25.1 473,204 383,174
海 事 職 俸 給 表 (二) 302 42.0 23.4 380,561 317,834
教 育 職 俸 給 表 (一) 78 46.2 22.2 477,589 429,883
教 育 職 俸 給 表 (二) 78 48.5 24.7 462,916 402,801
研 究 職 俸 給 表 1,434 45.4 22.1 551,477 402,890
医 療 職 俸 給 表 (一) 542 50.8 24.0 822,932 493,236
医 療 職 俸 給 表 (二) 462 45.4 20.6 350,948 310,142
医 療 職 俸 給 表 (三) 1,760 46.7 22.1 346,447 316,503
福 祉 職 俸 給 表 243 42.3 18.5 381,205 332,279
専門スタッフ職俸給表 192 55.1 32.0 594,019 490,073
指 定 職 俸 給 表 878 56.4 32.9 1,026,041 870,625
特定任期付職員俸給表 445 43.2 621,638 532,412
第一号任期付研究員俸給表 23 42.5 482,553 415,913
第二号任期付研究員俸給表 59 33.7 390,622 338,136
(注)１ 全俸給表の平均経験年数には、特定任期付職員及び任期付研究員は含まれていない。
２ 俸給には、俸給の調整額、平成27年切替えに伴う経過措置額及び差額基本手当を含む。
３ 地域手当等には、異動保障による地域手当及び広域異動手当を含む。
４ その他は、本府省業務調整手当、寒冷地手当、特地勤務手当等である。
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地域手当等 俸給の特別調整額 扶養手当 住居手当 その他
円 円 円 円 円

37,425 11,521 11,670 4,692 6,737
37,874 12,114 11,609 5,065 8,051
22,473 11,424 3,619 1,661
47,160 12,245 10,975 7,275 10,008
41,178 13,559 11,357 4,087 2,216
26,333 5,640 13,463 2,463 4,329
29,040 9,435 12,301 5,347 6,418
48,948 14,948 16,549 3,620 5,965
39,093 13,525 3,867 6,242
20,402 3,406 16,346 5,885 1,667
35,431 4,109 11,474 5,391 3,710
68,892 56,186 11,703 6,726 5,080
80,183 16,019 13,009 5,700 214,785
20,338 1,389 8,815 5,074 5,190
14,750 653 7,016 4,494 3,031
26,232 4,784 9,944 5,654 2,312
88,060 12,555 2,250 1,081
150,441 4,975
88,577 649
66,640
52,486
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第
１
表
適
用
俸
給
表
別
，
性
別
，
年
齢
階
層
別
人
員

性
別

計
俸
給
表

年
齢
階
層

計
行
政
職

俸
給
表
㈠

行
政
職

俸給
表㈡

専門
行政

職俸
給表

税
務
職

俸
給
表

公
安
職

俸給
表㈠

公
安
職

俸給
表㈡

海
事
職

俸給
表㈠

海
事
職

俸給
表㈡

教
育
職

俸給
表㈠

教
育
職

俸給
表㈡

研
究
職

俸
給
表

医
療
職

俸給
表㈠

医
療
職

俸給
表㈡

医
療
職

俸給
表㈢

福
祉
職

俸
給
表

専
門
ス

タ
ッ
フ

職俸
給表

指
定
職

俸
給
表

特定
任期

付
職
員

俸
給
表

第一
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

第二
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

計
人

25
4,
78
1

人
14
1,
69
7

人
2,
99
4

人
7,
57
6

人
50
,9
75

人
22
,1
52

人
22
,6
98

人
19
3

人
30
2

人 78
人 78

人
1,
43
4

人
54
2

人
46
2

人
1,
76
0

人
24
3

人
19
2

人
87
8

人
44
5

人 23
人 59

20
歳

未
満

56
5

43
0

2
85

45
3

20
歳
以
上
24
歳
未
満

6,
48
3
3,
22
9

14
12
7
1,
08
9

84
9
1,
15
4

2
8

1
1

8
1

24
歳
以
上
28
歳
未
満
16
,4
04

7,
16
0

12
54
2
4,
06
7
2,
00
5
2,
50
3

9
23

1
1

33
17

24
7

28
歳
以
上
32
歳
未
満
19
,9
84

9,
66
1

35
83
5
4,
53
4
2,
38
5
2,
26
1

14
27

5
61

10
33

54
16

32
21

32
歳
以
上
36
歳
未
満
21
,7
92
12
,2
96

54
91
9
3,
84
5
2,
36
0
1,
79
6

12
36

6
2

11
8

36
46

10
4

32
10
7

23
36
歳
以
上
40
歳
未
満
25
,0
86
15
,4
67

15
1

87
5
3,
43
0
2,
56
4
1,
93
0

19
36

5
6

18
4

41
36

20
7

53
1

66
4

11
40
歳
以
上
44
歳
未
満
36
,9
41
22
,1
48

30
9

91
4
6,
83
3
3,
07
6
2,
86
1

13
38

13
13

22
0

42
61

26
6

42
4

72
12

4
44
歳
以
上
48
歳
未
満
34
,4
45
19
,6
16

46
1
1,
09
2
7,
73
0
2,
02
5
2,
70
2

27
34

16
12

23
9

69
64

26
7

27
12

47
5

48
歳
以
上
52
歳
未
満
33
,0
22
19
,2
76

56
3

93
8
6,
76
9
2,
12
5
2,
54
2

35
29

8
17

19
8

85
54

28
7

21
25

21
27

2
52
歳
以
上
56
歳
未
満
31
,9
02
18
,6
13

62
6

71
3
6,
18
7
2,
22
8
2,
32
2

27
34

12
15

21
4

76
78

28
0

28
46

38
1

22
56
歳
以
上
60
歳
未
満
25
,8
88
13
,4
59

68
8

59
5
5,
09
3
2,
44
7
2,
36
6

35
34

12
12

15
2

89
72

26
3

16
10
4

42
6

25
60

歳
以

上
2,
26
9

34
2

79
26
1,
39
8

3
21
6

14
94

50
47

性
別

男
俸
給
表

年
齢
階
層

計
行
政
職

俸
給
表
㈠

行
政
職

俸給
表㈡

専門
行政

職俸
給表

税
務
職

俸
給
表

公
安
職

俸給
表㈠

公
安
職

俸給
表㈡

海
事
職

俸給
表㈠

海
事
職

俸給
表㈡

教
育
職

俸給
表㈠

教
育
職

俸給
表㈡

研
究
職

俸
給
表

医
療
職

俸給
表㈠

医
療
職

俸給
表㈡

医
療
職

俸給
表㈢

福
祉
職

俸
給
表

専
門
ス

タッ
フ職

俸
給
表

指
定
職

俸
給
表

特定
任期

付
職
員

俸
給
表

第一
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

第二
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

計
人

21
2,
54
5

人
11
7,
94
5

人
2,
28
3

人
6,
17
6

人
41
,6
54

人
20
,2
16

人
19
,8
71

人
18
9

人
30
0

人 72
人 60

人
1,
18
0

人
42
2

人
27
6

人
29
0

人
14
3

人
18
1

人
85
0

人
37
5

人 16
人 46

20
歳

未
満

38
9

29
1

1
57

37
3

20
歳
以
上
24
歳
未
満

4,
52
9
2,
18
7

11
89

68
4

62
6

92
1

1
8

1
1

24
歳
以
上
28
歳
未
満
12
,0
16

5,
12
9

8
36
4
2,
78
4
1,
66
4
1,
99
9

7
23

1
1

27
5

2
2

28
歳
以
上
32
歳
未
満
15
,3
67

7,
29
2

30
59
7
3,
30
5
2,
09
5
1,
86
7

14
25

4
48

4
19

16
9

26
16

32
歳
以
上
36
歳
未
満
17
,1
56

9,
55
6

48
67
2
2,
90
9
2,
11
2
1,
50
8

12
36

6
1

97
29

26
25

15
85

19
36
歳
以
上
40
歳
未
満
20
,1
12
12
,3
43

12
8

64
2
2,
58
2
2,
35
4
1,
65
3

18
36

3
6

14
3

32
17

54
33

1
56

3
8

40
歳
以
上
44
歳
未
満
29
,3
98
17
,5
87

25
6

73
3
5,
06
7
2,
83
4
2,
44
8

13
38

11
9

17
8

33
38

59
25

3
56

7
3

44
歳
以
上
48
歳
未
満
28
,6
70
16
,3
29

36
6

93
0
6,
26
7
1,
88
1
2,
42
3

27
34

15
10

19
8

48
33

42
17

8
38

4
48
歳
以
上
52
歳
未
満
29
,3
56
17
,1
53

43
0

87
0
6,
06
5
2,
04
0
2,
34
3

35
29

8
12

16
4

64
32

34
12

22
19

22
2

52
歳
以
上
56
歳
未
満
29
,2
97
17
,1
68

47
8

67
8
5,
78
0
2,
15
1
2,
18
3

27
34

12
12

18
0

56
53

29
19

46
36
9

22
56
歳
以
上
60
歳
未
満
24
,0
92
12
,5
88

47
8

57
5
4,
85
6
2,
39
9
2,
27
4

35
34

12
9

13
0

72
53

29
10

10
1

41
4

23
60

歳
以

上
2,
16
3

32
2

49
26
1,
35
5

3
21
5

14
84

48
47
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性
別

女
（
第
１
表
続
き
）

俸
給
表

年
齢
階
層

計
行
政
職

俸
給
表
㈠

行
政
職
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表㈡

専門
行政

職俸
給表

税
務
職

俸
給
表

公
安
職
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表㈠

公
安
職

俸給
表㈡

海
事
職
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表㈠

海
事
職

俸給
表㈡

教
育
職

俸給
表㈠

教
育
職

俸給
表㈡

研
究
職

俸
給
表

医
療
職

俸給
表㈠

医
療
職

俸給
表㈡

医
療
職

俸給
表㈢

福
祉
職

俸
給
表

専
門
ス

タ
ッ
フ

職俸
給表

指
定
職

俸
給
表

特定
任期

付
職
員

俸
給
表

第一
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

第二
号任

期
付
研
究
員

俸
給

表

計
人

42
,2
36

人
23
,7
52

人
71
1

人
1,
40
0

人
9,
32
1

人
1,
93
6

人
2,
82
7

人 4
人 2

人 6
人 18

人
25
4

人
12
0

人
18
6

人
1,
47
0

人
10
0

人 11
人 28

人 70
人 7

人 13
20

歳
未

満
17
6

13
9

1
28

8
20
歳
以
上
24
歳
未
満

1,
95
4
1,
04
2

3
38

40
5

22
3

23
3

1
1

8
24
歳
以
上
28
歳
未
満

4,
38
8
2,
03
1

4
17
8
1,
28
3

34
1

50
4

2
6

12
22

5
28
歳
以
上
32
歳
未
満

4,
61
7
2,
36
9

5
23
8
1,
22
9

29
0

39
4

2
1

13
6

14
38

7
6

5
32
歳
以
上
36
歳
未
満

4,
63
6
2,
74
0

6
24
7

93
6

24
8

28
8

1
21

7
20

79
17

22
4

36
歳
以
上
40
歳
未
満

4,
97
4
3,
12
4

23
23
3

84
8

21
0

27
7

1
2

41
9

19
15
3

20
10

1
3

40
歳
以
上
44
歳
未
満

7,
54
3
4,
56
1

53
18
1
1,
76
6

24
2

41
3

2
4

42
9

23
20
7

17
1

16
5

1
44
歳
以
上
48
歳
未
満

5,
77
5
3,
28
7

95
16
2
1,
46
3

14
4

27
9

1
2

41
21

31
22
5

10
4

9
1

48
歳
以
上
52
歳
未
満

3,
66
6
2,
12
3

13
3

68
70
4

85
19
9

5
34

21
22

25
3

9
3

2
5

52
歳
以
上
56
歳
未
満

2,
60
5
1,
44
5

14
8

35
40
7

77
13
9

3
34

20
25

25
1

9
12

56
歳
以
上
60
歳
未
満

1,
79
6

87
1

21
0

20
23
7

48
92

3
22

17
19

23
4

6
3

12
2

60
歳

以
上

10
6

20
30

43
1

10
2
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第２表 適用俸給表別，性別，最終学歴別人員
学歴

性別
俸給表

計 大 学 卒 短 大 卒 高 校 卒 中 学 卒

計
計 254,781人 130,661人 34,658人 88,944人 518人
男 212,545 109,893 27,132 75,049 471
女 42,236 20,768 7,526 13,895 47

行 政 職 俸 給 表 （一)
計 141,697 77,461 17,640 46,543 53
男 117,945 64,176 13,734 39,984 51
女 23,752 13,285 3,906 6,559 2

行 政 職 俸 給 表 （二)
計 2,994 204 297 2,262 231
男 2,283 181 164 1,751 187
女 711 23 133 511 44

専 門 行 政 職 俸 給 表
計 7,576 4,419 2,314 837 6
男 6,176 3,464 1,939 767 6
女 1,400 955 375 70

税 務 職 俸 給 表
計 50,975 22,992 1,986 25,995 2
男 41,654 19,589 1,241 20,822 2
女 9,321 3,403 745 5,173

公 安 職 俸 給 表 （一)
計 22,152 11,653 1,900 8,571 28
男 20,216 10,731 1,597 7,860 28
女 1,936 922 303 711

公 安 職 俸 給 表 （二)
計 22,698 9,747 8,509 4,290 152
男 19,871 8,317 7,844 3,559 151
女 2,827 1,430 665 731 1

海 事 職 俸 給 表 （一)
計 193 59 63 57 14
男 189 57 62 56 14
女 4 2 1 1

海 事 職 俸 給 表 （二)
計 302 8 73 190 31
男 300 8 72 189 31
女 2 1 1

教 育 職 俸 給 表 （一)
計 78 71 7
男 72 65 7
女 6 6

教 育 職 俸 給 表 （二)
計 78 57 19 2
男 60 48 11 1
女 18 9 8 1

研 究 職 俸 給 表
計 1,434 1,404 12 18
男 1,180 1,154 10 16
女 254 250 2 2

医 療 職 俸 給 表 （一)
計 542 542
男 422 422
女 120 120

医 療 職 俸 給 表 （二)
計 462 220 233 8 1
男 276 117 153 5 1
女 186 103 80 3

医 療 職 俸 給 表 （三)
計 1,760 80 1,551 129
男 290 15 270 5
女 1,470 65 1,281 124

福 祉 職 俸 給 表
計 243 191 40 12
男 143 123 16 4
女 100 68 24 8

専 門 ス タ ッ フ 職 俸 給 表
計 192 171 4 17
男 181 160 4 17
女 11 11

指 定 職 俸 給 表
計 878 869 2 7
男 850 842 1 7
女 28 27 1

特 定 任 期 付 職 員 俸 給 表
計 445 431 8 6
男 375 362 7 6
女 70 69 1

第 一 号 任 期 付 研 究 員 俸 給 表
計 23 23
男 16 16
女 7 7

第 二 号 任 期 付 研 究 員 俸 給 表
計 59 59
男 46 46
女 13 13

（注）大学卒には修士課程及び博士課程修了者を、短大卒には高等専門学校卒業者を含む（以下第４表までにおいて同じ。）。
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第
３
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
（
最
終
学
歴
別
）
人
員

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

行
政
職
俸
給
表
㈠

14
1,
69
7

8,
94
8

13
,9
90

41
,1
98

35
,7
34

19
,0
11

15
,4
90

3,
64
4

2,
15
8

1,
29
4

23
0

学 歴

大
学
卒

77
,4
61

5,
08
1

10
,1
75

22
,7
51

15
,1
13

9,
04
0

9,
20
4

2,
70
6

1,
89
1

1,
27
0

23
0

短
大
卒

17
,6
40

1,
16
1

1,
55
2

5,
93
2

5,
38
6

2,
01
1

1,
35
4

17
7

60
7

高
校
卒

46
,5
43

2,
70
3

2,
24
9

12
,5
06

15
,2
22

7,
95
1

4,
92
8

76
0

20
7

17
中
学
卒

53
3

14
9

13
9

4
1

行
政
職
俸
給
表
㈡

2,
99
4

61
96
4

1,
53
7

39
0

42
専
門
行
政
職
俸
給
表

7,
57
6

1,
31
2

1,
13
2

2,
60
0

1,
78
4

50
9

18
9

50
税
務
職
俸
給
表

50
,9
75

5,
00
1

5,
22
1

4,
94
6

8,
30
4

13
,4
96

11
,6
86

1,
70
5

50
1

11
5

公
安
職
俸
給
表
㈠

22
,1
52

6,
64
9

5,
59
6

4,
04
0

2,
61
2

1,
01
9

86
3

57
1

29
0

40
7

10
2

3
公
安
職
俸
給
表
㈡

22
,6
98

3,
74
4

3,
44
8

6,
65
5

5,
02
2

1,
50
6

1,
38
1

60
2

28
0

60
海
事
職
俸
給
表
㈠

19
3

3
39

49
53

27
21

1
海
事
職
俸
給
表
㈡

30
2

11
98

72
59

59
3

教
育
職
俸
給
表
㈠

78
9

13
34

21
1

教
育
職
俸
給
表
㈡

78
78

研
究
職
俸
給
表

1,
43
4

6
27
9

34
1

36
6

44
1

1
医
療
職
俸
給
表
㈠

54
2

79
25
5

16
6

42
医
療
職
俸
給
表
㈡

46
2

24
20
0

13
6

76
19

6
1

医
療
職
俸
給
表
㈢

1,
76
0

14
8

1,
37
8

16
6

53
11

4
福
祉
職
俸
給
表

24
3

60
81

37
41

23
1

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

19
2

15
96

81
指
定
職
俸
給
表

87
8

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

44
5

第一
号任

期付
研究

員俸
給表

23
第二

号任
期付

研究
員俸

給表
59

（
注
）
各
俸
給
表
に
定
め
の
な
い
職
務
の
級
を
網
掛
け
と
し
た
（
以
下
第
６
表
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。）
。
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第
４
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
（
最
終
学
歴
別
）
平
均
年
齢

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

行
政
職
俸
給
表
㈠

43
.5

25
.0

31
.3

39
.7

47
.5

51
.7

52
.2

52
.3

51
.8

52
.4

53
.3

学 歴

大
学
卒

41
.8

26
.2

30
.6

38
.2

45
.9

50
.0

50
.5

50
.9

51
.0

52
.3

53
.3

短
大
卒

44
.0

24
.8

32
.5

41
.0

48
.2

53
.1

54
.8

56
.9

58
.3

58
.1

高
校
卒

46
.2

22
.9

33
.6

41
.8

48
.9

53
.2

54
.7

56
.2

56
.9

57
.0

中
学
卒

49
.0

22
.8

46
.6

47
.5

51
.8

54
.3

57
.5

59
.5

行
政
職
俸
給
表
㈡

50
.2

30
.6

49
.0

50
.2

55
.8

57
.8

専
門
行
政
職
俸
給
表

41
.8

28
.9

34
.0

43
.5

49
.9

50
.1

53
.3

55
.6

税
務
職
俸
給
表

43
.6

25
.9

30
.3

35
.0

42
.6

49
.5

52
.2

56
.0

58
.2

59
.0

公
安
職
俸
給
表
㈠

41
.2

29
.7

42
.2

49
.1

45
.3

46
.5

49
.6

50
.9

54
.0

56
.0

55
.9

55
.2

公
安
職
俸
給
表
㈡

41
.5

25
.4

32
.1

42
.6

49
.3

52
.2

53
.8

54
.8

55
.8

57
.2

海
事
職
俸
給
表
㈠

46
.0

22
.5

32
.4

43
.5

51
.3

53
.5

57
.0

59
.5

海
事
職
俸
給
表
㈡

42
.0

23
.5

31
.8

41
.8

48
.0

56
.0

59
.5

教
育
職
俸
給
表
㈠

46
.2

31
.9

38
.3

47
.3

54
.8

58
.5

教
育
職
俸
給
表
㈡

48
.5

48
.5

研
究
職
俸
給
表

45
.4

29
.8

34
.9

41
.6

48
.0

53
.2

53
.5

医
療
職
俸
給
表
㈠

50
.8

37
.1

49
.3

57
.3

60
.2

医
療
職
俸
給
表
㈡

45
.4

35
.0

39
.4

49
.3

54
.5

53
.5

55
.3

56
.5

医
療
職
俸
給
表
㈢

46
.7

51
.3

45
.2

51
.2

55
.6

56
.3

56
.5

福
祉
職
俸
給
表

42
.3

37
.2

38
.3

42
.3

49
.8

55
.3

56
.5

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

55
.1

51
.5

54
.3

56
.8

指
定
職
俸
給
表

56
.4

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

43
.2

第一
号任

期付
研究

員俸
給表

42
.5

第二
号任

期付
研究

員俸
給表

33
.7
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第
５
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
平
均
経
験
年
数

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

年
年

年
年

年
年

年
年

年
年

年
年

行
政
職
俸
給
表
(一
)

21
.9

3.
0

8.
6

17
.9

26
.4

30
.7

30
.8

30
.2

29
.0

28
.9

29
.6

行
政
職
俸
給
表
(二
)

29
.9

11
.4

27
.4

30
.4

36
.2

38
.5

専
門
行
政
職
俸
給
表

19
.6

7.
0

11
.2

21
.6

27
.7

26
.9

30
.2

32
.2

税
務
職
俸
給
表

22
.6

4.
3

8.
0

12
.9

22
.2

28
.6

31
.7

35
.4

37
.7

37
.9

公
安
職
俸
給
表
(一
)

20
.0

8.
3

21
.1

28
.2

23
.8

25
.6

28
.5

29
.1

32
.4

34
.6

33
.8

31
.0

公
安
職
俸
給
表
(二
)

19
.9

4.
2

9.
9

20
.9

28
.1

31
.1

32
.5

32
.8

33
.2

34
.0

海
事
職
俸
給
表
(一
)

25
.1

1.
7

10
.8

22
.7

31
.5

32
.1

35
.0

36
.7

海
事
職
俸
給
表
(二
)

23
.4

3.
6

12
.7

23
.0

29
.6

38
.1

40
.7

教
育
職
俸
給
表
(一
)

22
.2

8.
9

15
.2

22
.5

31
.3

33
.7

教
育
職
俸
給
表
(二
)

24
.7

24
.7

研
究
職
俸
給
表

22
.1

6.
7

11
.4

18
.4

24
.6

29
.9

29
.7

医
療
職
俸
給
表
(一
)

24
.0

11
.3

21
.8

31
.1

33
.7

医
療
職
俸
給
表
(二
)

20
.6

8.
1

13
.9

25
.1

30
.6

29
.4

31
.3

32
.7

医
療
職
俸
給
表
(三
)

22
.1

28
.9

20
.1

27
.5

32
.8

34
.1

34
.9

福
祉
職
俸
給
表

18
.5

13
.6

14
.7

18
.0

26
.2

30
.9

32
.7

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

32
.0

29
.7

31
.2

33
.3

指
定
職
俸
給
表

32
.9

第
６
表
適
用
俸
給
表
別
，
級
別
平
均
俸
給
額

級
俸
給
表

計
１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

11
級

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

行
政
職
俸
給
表
(一
)

33
4,
28
3

17
7,
33
7

22
7,
39
5

30
1,
82
4

36
5,
38
2

39
0,
09
4

40
7,
20
7

43
4,
88
9

46
5,
02
6

51
5,
75
6

55
8,
08
1

行
政
職
俸
給
表
(二
)

28
9,
14
1

19
4,
80
2

26
8,
18
7

29
6,
84
2

31
9,
68
5

34
1,
64
5

専
門
行
政
職
俸
給
表

35
1,
22
5

21
7,
67
4

28
4,
51
1

37
3,
54
7

41
4,
75
7

44
6,
72
6

47
1,
06
1

51
3,
26
1

税
務
職
俸
給
表

37
2,
43
1

20
9,
46
3

24
8,
78
9

30
1,
54
7

38
0,
97
3

42
1,
43
6

44
6,
19
2

46
0,
50
0

47
3,
85
4

51
0,
67
5

公
安
職
俸
給
表
(一
)

31
7,
16
5

22
7,
27
2

31
3,
60
9

35
0,
03
7

36
3,
26
6

39
6,
26
2

41
9,
20
5

44
1,
19
7

45
5,
62
1

47
3,
89
2

51
5,
74
5

55
3,
28
0

公
安
職
俸
給
表
(二
)

34
6,
24
4

21
8,
72
0

26
5,
22
8

35
1,
70
1

40
8,
71
8

43
0,
96
4

45
0,
26
0

48
3,
22
9

49
8,
09
5

52
1,
65
5

海
事
職
俸
給
表
(一
)

38
3,
17
4

20
1,
00
0

27
6,
66
9

36
1,
73
7

41
8,
98
3

44
8,
21
1

47
7,
58
5

49
7,
32
6

海
事
職
俸
給
表
(二
)

31
7,
83
4

20
5,
90
9

27
0,
21
6

33
0,
74
2

34
9,
49
5

36
6,
68
5

39
0,
53
3

教
育
職
俸
給
表
(一
)

42
9,
88
3

28
8,
48
9

37
0,
56
2

43
7,
68
5

50
8,
88
8

54
9,
23
6

教
育
職
俸
給
表
(二
)

40
2,
80
1

40
2,
80
1

研
究
職
俸
給
表

40
2,
89
0

22
0,
80
0

28
7,
02
4

36
1,
07
9

41
9,
40
1

49
6,
96
7

54
9,
10
0

医
療
職
俸
給
表
(一
)

49
3,
23
6

38
3,
51
9

48
3,
44
0

53
9,
87
8

57
4,
73
3

医
療
職
俸
給
表
(二
)

31
0,
14
2

21
2,
94
6

26
6,
58
1

33
9,
05
8

37
4,
88
0

38
7,
91
1

40
7,
48
2

44
0,
67
5

医
療
職
俸
給
表
(三
)

31
6,
50
3

30
4,
52
2

30
9,
12
1

35
9,
33
6

38
5,
33
8

39
0,
90
0

40
8,
90
0

福
祉
職
俸
給
表

33
2,
27
9

26
0,
19
5

30
9,
39
6

34
5,
44
9

41
1,
50
0

43
3,
11
1

45
6,
31
9

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表

49
0,
07
3

40
6,
97
4

46
8,
06
8

53
1,
54
2

指
定
職
俸
給
表

87
0,
62
5

特
定
任
期
付
職
員
俸
給
表

53
2,
41
2

第
一
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

41
5,
91
3

第
二
号
任
期
付
研
究
員
俸
給
表

33
8,
13
6



第
７
表
適
用
俸
給
表
別
，
経
験
年
数
階
層
別
，
給
与
決
定
上
の
学
歴
別
人
員
及
び
平
均
俸
給
額

全
俸
給
表

学
歴

経
験

年
数
階
層

区
分

計
中

学
卒

高
校

卒
短

大
卒

大
学

卒
修
士
課
程
修
了
等

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

計
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
25
4,
25
4
34
4,
07
6

93
1
31
5,
12
0
10
4,
79
8
35
8,
70
9

26
,3
87

32
7,
70
4
12
1,
81
6
33
5,
57
0

32
2
22
4,
54
2

１
年
未
満

4,
18
1
17
6,
43
8

87
0
14
6,
29
4

62
8
17
1,
49
1

2,
54
0
18
6,
05
2

14
3
21
0,
80
2

１
年
以
上
２
年
未
満

3,
41
3
18
6,
04
4

68
9
15
6,
58
4

30
9
18
2,
53
6

2,
32
1
19
3,
96
1

94
21
8,
05
4

２
年
以
上
３
年
未
満

4,
18
3
19
6,
02
9

69
1
16
8,
39
9

69
9
19
9,
85
0

2,
76
8
20
1,
70
0

25
22
4,
95
6

３
年
以
上
５
年
未
満

9,
20
3
21
0,
99
0

1
16
0,
70
0

1,
35
5
18
4,
82
2

1,
26
6
21
1,
61
1

6,
53
9
21
6,
17
1

42
23
0,
98
3

５
年
以
上
７
年
未
満

10
,5
97

22
5,
89
1

1
21
5,
60
0

2,
09
1
20
3,
32
0

1,
27
1
22
3,
24
2

7,
22
9
23
2,
87
0

5
25
0,
56
0

７
年
以
上
10
年
未
満

16
,1
50

24
9,
54
3

25
19
0,
04
8

3,
11
9
22
1,
67
2

1,
73
0
24
0,
24
8

11
,2
74

25
8,
80
5

2
28
7,
55
0

10
年
以
上
15
年
未
満

27
,9
24

28
5,
12
6

65
20
8,
01
4

5,
22
0
25
1,
49
5

2,
49
8
26
7,
77
5

20
,1
34

29
6,
24
0

7
30
3,
04
3

15
年
以
上
20
年
未
満

30
,0
88

33
1,
65
6

52
24
5,
88
3

7,
32
9
30
1,
60
4

3,
50
6
31
7,
26
7

19
,2
00

34
5,
98
4

1
38
0,
30
0

20
年
以
上
25
年
未
満

42
,5
23

36
7,
65
7

84
28
0,
94
3

19
,2
49

34
7,
96
0

3,
87
0
35
0,
87
0

19
,3
19

39
1,
02
1

1
39
5,
90
0

25
年
以
上
30
年
未
満

39
,2
44

39
7,
28
0

10
7
30
9,
63
7

20
,2
56

38
3,
86
9

3,
65
4
38
0,
79
7

15
,2
27

41
9,
69
2

30
年
以
上
35
年
未
満

37
,6
97

41
4,
12
5

13
6
32
8,
54
1

21
,7
45

39
9,
60
8

4,
25
5
40
2,
51
1

11
,5
61

44
6,
71
2

35
年
以
上

29
,0
51

41
8,
14
7

46
0
34
8,
97
9

22
,1
84

41
4,
13
8

2,
70
1
41
9,
41
6

3,
70
4
44
9,
61
9

2
80
5,
00
0

（
注
）
１
人
員
及
び
平
均
俸
給
額
は
平
成
27
年
４
月
１
日
現
在
の
も
の
で
あ
る
が
、
経
験
年
数
階
層
の
分
類
は
同
年
１
月
15
日
現
在
の
経
験
年
数
（
端
数
切
捨
て
）
と
し
て
い
る
（
以

下
各
俸
給
表
に
お
い
て
同
じ
。）
。

２
特
定
任
期
付
職
員
及
び
任
期
付
研
究
員
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

３
修
士
課
程
修
了
等
は
、
人
事
院
規
則
９
－
８
（
初
任
給
、
昇
格
、
昇
給
等
の
基
準
）
別
表
第
二
初
任
給
基
準
表
の
試
験
欄
の
「
総
合
職
（
院
卒
）」
の
適
用
を
受
け
た
者
で
あ

る
（
以
下
各
俸
給
表
及
び
参
考
１
に
お
い
て
同
じ
。）
。

行
政
職
俸
給
表
㈠
学
歴

経
験

年
数
階
層

区
分

計
中

学
卒

高
校

卒
短

大
卒

大
学

卒
修
士
課
程
修
了
等

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

人
員

平
均
俸
給
額

計
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
人

円
14
1,
69
7
33
4,
28
3

84
32
3,
55
1

55
,5
60

35
0,
17
9

12
,1
91

33
3,
42
3

73
,6
08

32
2,
84
7

25
4
21
6,
19
4

１
年
未
満

2,
98
7
16
8,
91
9

75
6
14
3,
21
9

28
9
15
5,
05
2

1,
82
0
17
9,
09
2

12
2
20
9,
25
8

１
年
以
上
２
年
未
満

1,
95
1
17
6,
68
5

45
6
14
9,
24
6

92
15
7,
92
8

1,
32
8
18
5,
19
3

75
21
5,
88
5

２
年
以
上
３
年
未
満

2,
06
1
18
4,
99
7

34
1
15
1,
10
4

96
16
3,
82
1

1,
60
6
19
3,
09
2

18
21
7,
75
6

３
年
以
上
５
年
未
満

4,
15
6
20
1,
97
4

1
16
0,
70
0

38
9
16
5,
76
7

17
4
17
7,
26
1

3,
55
8
20
6,
91
5

34
22
6,
84
7

５
年
以
上
７
年
未
満

4,
66
1
21
9,
37
8

44
4
18
1,
70
9

21
4
19
3,
88
9

4,
00
1
22
4,
90
9

2
24
5,
45
0

７
年
以
上
10
年
未
満

7,
54
1
24
4,
12
5

5
18
6,
86
0

74
7
20
1,
91
3

43
5
21
5,
46
8

6,
35
4
25
1,
09
5

10
年
以
上
15
年
未
満

16
,4
32

27
9,
94
9

3
21
5,
03
3

2,
20
7
23
8,
03
5

1,
12
1
25
1,
29
9

13
,1
00

28
9,
47
6

1
29
3,
00
0

15
年
以
上
20
年
未
満

18
,5
62

32
3,
34
4

7
25
7,
14
3

3,
84
8
28
8,
55
7

1,
75
3
30
2,
11
6

12
,9
53

33
6,
58
2

1
38
0,
30
0

20
年
以
上
25
年
未
満

24
,9
90

35
4,
63
9

13
27
8,
03
8

10
,8
20

33
0,
00
1

2,
06
8
33
6,
83
5

12
,0
88

37
9,
81
7

1
39
5,
90
0

25
年
以
上
30
年
未
満

21
,6
27

38
3,
79
0

11
32
6,
38
2

10
,6
41

36
6,
06
7

1,
95
7
37
0,
60
6

9,
01
8
40
7,
63
3

30
年
以
上
35
年
未
満

21
,4
06

39
6,
15
4

19
36
3,
57
9

12
,7
71

38
7,
69
0

2,
57
1
39
4,
53
0

6,
04
5
41
4,
83
0

35
年
以
上

15
,3
23

40
3,
88
5

25
38
1,
02
1

12
,1
40

40
1,
91
6

1,
42
1
40
5,
43
7

1,
73
7
41
6,
70
9
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６ 地方財政と人件費

１ 地方財政計画（平成28年度）

平成28年度地方財政計画における給与関係経費の状況

平成28年度の地方財政計画の歳出総額は85兆7,593億円であり，平成27年度の地方財政計画の歳出

総額85兆2,710億円と比べ，4,883億円増加している。このうち給与関係経費は20兆3,274億円となっ

ており，平成27年度（20兆3,351億円）に比べ，77億円減少している（対前年度0.0％減）（表－１）。

２ 決算額（平成26年度）

人件費は職員給，退職金，委員等報酬，議員報酬手当，地方公務員共済組合等負担金等からなって

いる。平成26年度普通会計における人件費の決算額は22兆5,243億円で，歳出総額に占める割合は22.

9％であり，平成25年度の22兆1,779億円（22.8％）と比べ0.1ポイント上昇している。

また，平成26年度の人件費決算額の対前年度増減率は△1.6％であり，平成25年度の人件費決算額の

対前年度増減率△3.6％に比べ5.2ポイント上昇している（図－１）。
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表―１ 地方財政計画と給与関係経費
（単位：億円・％）

区 分 昭48年度 53 58 63 平５年度 10 15 20 23 24 25 26 27 28

地方財政計画額Ａ 145,510 343,396 474,860 578,198 764,152 870,964 862,107 834,014 825,054 818,647 819,154 833,607 852,710 857,593
うち給与関係経費Ｂ 40,679 106,086 136,614 167,212 218,995 234,169 234,383 222,071 212,694 209,760 197,479 203,414 203,351 203,274

義務教育関係職員Ｃ 14,670 36,027 46,159 53,990 65,748 68,247 67,311 61,355 59,508 58,532 55,627 56,845 56,659 56,326

警 察 職 員 Ｄ 4,624 10,977 14,249 17,593 22,698 25,605 27,254 23,867 23,371 23,104 21,929 22,841 23,045 23,251

一 般職員及び義
務制以外の教員
並びに特別職等

Ｅ
20,736 57,228 74,191 93,848 129,109 139,285 139,131 112,591 107,808 106,375 100,135 104,946 105,441

106,105

増 加 率 
Ａ 23.8 19.1 0.9 6.3 2.8 0.0 △1.5 0.3 0.5 △0.8% 0.1% 1.8% 2.3% 0.6%
Ｂ 15.5 11.4 1.9 2.2 4.5 0.9 △1.1 △1.4 △1.9 △1.4% △5.9% 3.0% △0.0% △0.0%
Ｃ 17.4 10.7 1.0 0.8 3.4 △0.8 △1.9 0.2 △0.8 △1.6% △5.0% 2.2% △0.3% △0.6%
Ｄ 16.1 10.3 3.3 2.7 4.5 1.6 0.9 △0.1 △0.0 △1.1% △5.1% 4.2% 0.9% 0.8%
Ｅ 14.2 11.9 2.3 3.1 5.2 1.6 △1.1 △2.7 △2.0 △1.3% △5.9% 4.8% 0.5% 0.6%

Ｂ／Ａ 28.0 30.9 28.8 28.9 28.7 26.9 27.2 26.6 25.8 25.6% 24.1% 24.4% 23.8% 23.7%

給与関係経費
の 構 成 割 合

Ｃ／Ｂ 36.1 34.0 33.8 32.3 30.0 29.1 28.7 27.6 25.9 27.9% 28.2% 27.9% 27.9% 27.7%
Ｄ／Ｂ 11.4 10.3 10.4 10.5 10.4 10.9 116.3 10.7 10.5 11.0% 11.1% 11.2% 11.3% 11.4%
Ｅ／Ｂ 51.0 53.9 54.3 56.1 59.0 59.5 59.4 50.7 48.9 50.7% 50.7% 51.6% 51.9% 52.2%

注１） 平成24年度以降の数値は，地方財政計画（通常収支分）の数値による。
注２） 平成23年度以降の数値のD，Eの数値は，追加費用（※）を加味した数値である。

※追加費用とは，地方公務員共済の現行制度創設時（昭和37年12月）に，従来の恩給制度から社会保険方式に切り替え
られ，恩給期間分も年金として支給することとされたことを踏まえ，地方公共団体等が負担している費用である。



人件費に対する一般財源の充当状況をみると，平成26年度は28.9％（平成25年度は28.9％）が充当

されており，一般財源総額の３分の１程度を占めている（図－２）。

平成26年度においては，人件費の対前年度増減率は1.6％と，歳出決算額の増減率（1.1％）を上回っ

ており，人件費を含む義務的経費の歳出総額に占める割合も49.5％と高い水準にあり，財政構造硬直

化の一因となっている。

給与の適正化は各地方公共団体の努力により前進をみているが，なお，一部の団体においては，水

準，制度・運用ともに問題が残されている。したがって，給与の適正化は給与制度上はもちろん財政

運営の見地から今後とも重要な課題となっている。
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